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は じ め に

戦後の住宅難から始まった日本の住宅政策は、全国的に大量の公営住宅を建設するな

ど「量の確保」が積極的に行われ、昭和 40 年代後半に住宅数が世帯数を上回り、住宅

の量が充足しました。その後は、住宅や居住環境の「質の向上」へと転換が図られてい

ます。本市の市営住宅等についても耐震化やバリアフリー化、設備水準の向上等を進め

てきました。さらに近年は、次の段階として、民間や既存住宅の効果的・効率的な活用

等が重要視されています。

本市においては、平成 28 年度に策定した「宮崎市公営住宅等長寿命化計画（宮崎市

公営住宅ストック総合活用計画）」を令和 3 年度に改定し、市営住宅等の建替えや修繕

等の計画的実施を進めるとともに、予防保全による建物の長寿命化を図っています。

また、平成 29 年度に一新した「宮崎市住宅マスタープラン」では、本市の住宅政策

の基本理念や具体的施策を定め、少子高齢・人口減少社会の到来、多様な居住ニーズへ

の対応、空き家の増加、大規模災害への備えといったさまざまな課題に対応していくこ

ととしています。

本書は、こうした本市の住宅行政に関する各種施策・事業等について、実績や取組状

況等の情報をまとめたものです。
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１ 組織
（１）機構図

（２）職員配置表
令和５年４月 1 日現在

※（ ）内は再任用職員数

電気設備係

機械設備係

空家対策係

課長補佐 建築第一係

建築第二係

課長 課長補佐 企画管理係

市営住宅係

課長(等) 1 1 

補佐(等) 2 1 1 1 1 1 7 

係長(等) 2 1 2 1 2 2 1 11 

主任主事 1 1 

主任技師 1 1 2 2 1 1 8 

(1) (1)

主事 1 1 2 
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（３）所掌事務

係名 主な所掌事務

企画管理係

(１) 住宅財産の管理に関すること。

(２) 市営住宅の建設計画に関すること。

(３) 工事等の入札及び契約（総務部契約課工事契約係に係るものを除

く。）に関すること。

(４) 工事関係証明等に関すること。

(５) 住宅の調査及び統計に関すること。

(６) 住宅政策の企画立案に関すること。

(７) 住宅新築資金貸付金の償還に関すること。

(８) マンションの適正管理に関すること。

(９) 優良賃貸住宅制度に関すること。

(10) 課内の庶務及び課内の他係に属さないこと。

市営住宅係

(１) 市営住宅等の管理に関すること。

(２) 市営住宅等の維持保全に関すること。

(３) 住宅使用料等に関すること。

(４) 市営住宅等に係る相談及び市営住宅入居者の募集等に関すること。

(５) 市営住宅入居者選考委員会に関すること。

空家対策係

(１) 空家等対策の計画及び調整に関すること。

(２) 空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく特定空家等に関する

こと。

(３) 特定空家等対策審議会に関すること。

(４) その他空家等対策の推進に関すること。

建築第一係

(１) 施設（学校を除く。）の営繕工事に係る設計及び監理に関すること。

(２) 施設（学校を除く。）の営繕工事に係る検査に関すること（総務部契

約課技術検査室に係るものを除く。）。

(３) 積算基準、設計基準等の策定及び調整に関すること。

(４) 建築関係諸団体に関すること。

建築第二係

(１) 市営住宅等の営繕工事に係る設計及び監理に関すること。

(２) 市営住宅等の営繕工事に係る検査に関すること（総務部契約課技術

検査室に係るものを除く。）。

(３) 市営住宅の維持保全計画に関すること。

(４) 施設（学校を除く。）の定期点検に関すること。

(５) PFI 事業に関すること。

電気設備係

(１) 施設（学校を除く。）の電気設備等の営繕工事に係る設計及び監理に

関すること。

(２) 施設（学校を除く。）の電気設備等の営繕工事に係る検査に関するこ

と（総務部契約課技術検査室に係るものを除く。）。

(３) 施設（学校を除く。）の定期点検に関すること。

(４) 積算基準、設計基準等の策定及び調整に関すること。

機械設備係

(１) 施設（学校を除く。）の機械設備等の営繕工事に係る設計及び監理に

関すること。

(２) 施設（学校を除く。）の機械設備等の営繕工事に係る検査に関するこ

と（総務部契約課技術検査室に係るものを除く。）。

(３) 施設（学校を除く。）の定期点検に関すること。

(４) 積算基準、設計基準等の策定及び調整に関すること。
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２ 予算

（１）公営住宅建設資金特別会計（※令和 4 年度…全て骨格予算。肉付け予算なし）

① 歳入 （単位：千円）

② 歳出 （単位：千円）

（２）一般会計

① 歳入 （単位：千円）

② 歳出 （単位：千円）

年度

歳入科目 予算額 構成比% 予算額 構成比% 差 伸率%

住宅使用料 966,630 59.1 978,740 63.2 △ 12,110 △ 1.2

駐車場使用料 67,295 4.1 69,622 4.5 △ 2,327 △ 3.3

土地使用料 517 0.0 498 0.0 19 3.8

手数料（督促・証明・駐車場等） 3 0.0 3 0.0 0 0.0

国庫補助金（社総金、防衛省空調） 173,735 10.7 153,723 9.9 20,012 13.0

財産収入（基金利子、土地貸付・売払） 12,905 0.8 30,695 2.0 △ 17,790 △ 58.0

一般会計繰入金 20,060 1.2 21,979 1.4 △ 1,919 △ 8.7

基金繰入金（１号・２号基金） 178,261 10.9 116,299 7.5 61,962 53.3

繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

諸収入（敷金、退去修繕費等） 11,993 0.7 10,840 0.7 1,153 10.6

市債 203,600 12.5 167,600 10.8 36,000 21.5

　　合　　計 1,635,000 100.0 1,550,000 100.0 85,000 5.5

令和５年度 令和４年度 比較増減

年度

事業費 予算額 構成比% 予算額 構成比% 差 伸率%

人件費（管理+建設+会計年度職員） 70,083 4.3 80,210 5.2 △ 10,127 △ 12.6

住宅管理費（指定管理料） 462,607 28.3 462,607 29.8 0 0.0

住宅管理費（基金積立金） 21,905 1.3 38,495 2.5 △ 16,590 △ 43.1

住宅管理費（その他） 48,593 3.0 47,857 3.1 736 1.5

公営住宅建設費 624,930 38.2 493,408 31.8 131,522 26.7

公債費（市債元利償還金） 406,023 24.8 427,042 27.6 △ 21,019 △ 4.9

予備費 859 0.1 381 0.0 478 125.5

　　合　　計 1,635,000 100.0 1,550,000 100.0 85,000 5.5

令和５年度 令和４年度 比較増減

年度

歳入科目 予算額 構成比% 予算額 構成比% 差 伸率%

使用料及び手数料 46 0.4 148 0.8 △ 102 △ 68.9

国庫支出金 20,629 88.5 15,826 85.9 4,803 30.3

県支出金 1,858 7.8 1,614 8.8 244 15.1

諸収入 1,578 3.3 841 4.5 737 87.6

　　合　　計 24,111 100.0 18,429 100.0 5,682 30.8

※令和4年度…県支出金1,614千円のうち300千円は肉付け予算。

令和５年度 令和４年度（肉付け後） 比較増減

年度

事業費 予算額 構成比% 予算額 構成比% 差 伸率%

公営住宅建設資金特別会計繰出金 20,060 25.3 21,979 30.2 △ 1,919 △ 8.7

市有施設管理システム事業 767 1.0 760 1.0 7 0.9

建築管理事務費 3,300 4.2 3,300 4.5 0 0.0

積算システム管理事業 2,226 2.8 2,226 3.1 0 0.0

宮崎市住生活基本計画改定事業 6,100 7.7 0 0.0 6,100 皆増

優良賃貸住宅家賃低廉化事業 26,532 33.5 26,532 36.5 0 0.0

償還推進事業 1,032 1.3 1,011 1.4 21 2.1

空き家等利活用推進事業 4,910 6.2 3,970 5.4 940 23.7

特定空家等対策事業 3,700 4.7 4,190 5.8 △ 490 △ 11.7

危険な空き家等除却推進事業 8,600 10.8 6,000 8.2 2,600 43.3

空き家所有者等特定調査事業 600 0.7 800 1.1 △ 200 △ 25.0

移住定住空き家改修等補助事業 1,200 1.5 1,800 2.5 △ 600 △ 33.3

マンション管理適正化推進事業 210 0.3 210 0.3 0 0.0

　　合　　計 79,237 100.0 72,778 100.0 6,459 8.9

※令和4年度…移住定住空き家改修等補助事業1,800千円は肉付け予算。

令和５年度 令和４年度（肉付け後） 比較増減
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３）令和５年度主要事業の概要
（単位：千円）

事業名・事業費 説 明

【住宅特会】

公営住宅維持管理事業

533,105

市営住宅等の管理を効果的かつ効率的に行うため、指定管理者による管理

を行います。

○管理戸数 5,389戸(令和5年4月1日現在)

○事業内容

・宮崎市営住宅等指定管理料 462,607

指定管理者 宮崎市営住宅管理センター

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

・一般管理費 20,566

・入居敷金払戻金等 18,000

・住宅使用料収納事務費等 31,932

【住宅特会】

公営住宅建設事業

624,930

安全・安心で快適な居住環境を提供するため、新町・追手団地等の建替事

業に取り組みます。

また、既存建物の長寿命化と居住性の向上を図るため、外壁改修や電気幹

線改修などの改善工事に取り組みます。

○新町・追手団地建替事業（ＰＦＩ） 193,084

埋蔵文化財発掘調査、建設工事

○公営住宅ストック総合改善事業 430,620

外壁改修工事、電気幹線改修工事、屋根改修工事等

【一般会計】

宮崎市住生活

基本計画改定事業

6,100

住生活基本法や制度、社会情勢の変化等に的確に対応するため、宮崎市住

生活基本計画(現宮崎市住宅マスタープラン)を改定します。

〇事業内容

・計画改定業務委託 5,700

・外部委員で構成する懇話会の開催 400

【一般会計】

優良賃貸住宅家賃

低廉化事業

26,532

高齢者の居住の安定を図るため、民間により建設・整備が行われた高齢者向

けの優良な賃貸住宅所有者に対し、家賃助成を行います。

○対象住宅

・サザンライフマンション（２０戸） 6,828

・ふくふくマンション （４７戸） 19,704

【一般会計】

空き家等利活用

推進事業

4,910

空き家の利活用及び流通促進のため、「宮崎市空き家バンク」を運用し登録

物件の情報発信を行うとともに、令和元年度まで募集した青島地域への移住者

等に対し家賃助成を行います。また、空き家バンクに係る登録業務や市民等か

らの空き家等に関する相談に対応する業務を不動産関係団体に委託します。

○主な事業内容

・青島地域空き家対策助成(家賃助成) 1,200

・空き家等に係る相談対応業務委託 1,934
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〔令和５年度主要事業の概要〕（単位：千円）

事業名・事業費 説 明

【一般会計】

特定空家等対策事業

3,700

管理不全な空き家周辺の生活環境の保全を図るため、特定空家等対策審議

会を開催し、所有者等に対する除却・修繕の指導や、代執行及び相続財産管

理人制度の利用など必要な措置を行います。

また、「空家等対策の推進に関する条例」に基づく緊急安全措置を実施しま

す。

○主な事業内容

・特定空家等に対する措置に要する経費 2,315

・条例に基づく緊急安全措置 670

・アスベスト等含有調査委託 500

【一般会計】

危険な空き家等

除却推進事業

8,600

周辺住環境に悪影響を及ぼしている危険な空き家等の除却を推進するため、

空き家所有者等に対し、解体に要する費用の一部を助成します。

○補助の内容

【一般会計】

空き家所有者等

特定調査事業

600

特定空家等や管理不全な空き家等の速やかな除却・適正管理を推進するた

め、司法書士又は行政書士に対し、空き家の相続人等の調査業務を委託しま

す。

○主な事業内容

・相続人等の調査・検証業務委託

【一般会計】

移住定住促進空き家

改修等補助事業

1,200

移住・定住を促進するため、宮崎市空き家バンクに登録された戸建て空

き家を購入した市外からの移住者に対し、修繕・改修や家財道具の処分に

要する費用の一部を助成します。

○補助の内容

【一般会計】

マンション管理適正化

推進事業

210

マンション管理の適正化を図るため、マンションの区分所有者や管理組合

に向けたセミナー開催や無料相談等を行う団体に対して、開催費用等の一部

を助成します。

○助成対象活動

・セミナー、研修会等

・専門家による相談会

・専門家の派遣

種別 補助額 補助限度額

普通解体 費用の 1/2 以内の額 350 千円

解体困難 費用の 4/5 以内の額 500 千円

種別 補助額 補助限額

修繕・改修
費用の 2/3 以内の額

500 千円

家財処分 100 千円
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３ 決算

（１）公営住宅建設資金特別会計

① 歳入 (単位：千円）

② 歳出 （単位：千円）

（２）一般会計

① 歳入 （単位：千円）

② 歳出 （単位：千円）

年度

歳入科目 決算額 構成比% 決算額 構成比% 差 伸率%

住宅使用料 998,045 63.2 1,007,410 53.0 △ 9,365 △ 0.9

駐車場使用料 69,075 4.4 71,528 3.8 △ 2,453 △ 3.4

土地使用料 545 0.0 560 0.0 △ 15 △ 2.6

手数料（督促・証明・駐車場等） 2 0.0 1 0.0 1 80.0

国庫補助金（社総金、防衛省空調） 150,264 9.5 185,019 9.7 △ 34,755 △ 18.8

財産収入（基金利子、土地貸付・売払） 90,488 5.7 324,015 17.1 △ 233,527 △ 72.1

一般会計繰入金 23,997 1.5 29,562 1.6 △ 5,565 △ 18.8

基金繰入金（１号・２号基金） 34,168 2.2 31,293 1.6 2,875 9.2

繰越金 17,972 1.2 26,400 1.4 △ 8,428 △ 31.9

諸収入（敷金、退去修繕費等） 15,899 1.0 12,895 0.7 3,004 23.3

市債 178,700 11.3 210,600 11.1 △ 31,900 △ 15.1

　　合　　計 1,579,155 100.0 1,899,283 100.0 △ 320,128 △ 16.9

令和４年度 令和３年度 比較増減

年度

事業費 決算額 構成比% 決算額 構成比% 差 伸率%

(総務費)会計年度任用職員給与費 0 0.0 228 0.3 △ 228 皆減

公営住宅建設資金特別会計繰出金 23,998 36.0 29,562 39.8 △ 5,564 △ 18.8

市有施設管理システム事業 664 1.0 591 0.8 73 12.4

建築管理事務費 2,488 3.7 1,774 2.4 714 40.3

積算システム管理事業 2,226 3.4 2,330 3.1 △ 104 △ 4.5

優良賃貸住宅家賃低廉化事業 25,290 37.9 25,648 34.6 △ 358 △ 1.4

償還推進事業 1,011 1.5 1,005 1.3 6 0.6

空き家等対策推進事業 3,923 5.9 4,350 5.9 △ 427 △ 9.8

空き家等対策推進事業（まちなか） 0 0.0 1,055 1.4 △ 1,055 皆減

空き家等適正管理対策事業 724 1.1 1,267 1.7 △ 543 △ 42.9

腐朽・破損空き家等除却推進補助事業 5,664 8.5 5,909 8.0 △ 245 △ 4.1

空き家等適正管理者特定調査事業 489 0.7 506 0.0 △ 17 △ 3.4

移住定住促進空き家改修等補助事業 0 0.0 0 0.0 0 R4新規、実績無

マンション管理適正化推進事業 210 0.3 0 0.7 210 皆増

　　合　　計 66,687 100.0 74,225 100.0 △ 7,538 △ 10.2

令和４年度 令和３年度 比較増減

年度

事業費 決算額 構成比% 決算額 構成比% 差 伸率%

人件費（管理+建設+会計年度職員） 69,706 4.5 80,412 4.3 △ 10,706 △ 13.3

住宅管理費（指定管理料） 477,607 30.6 462,607 25.0 15,000 3.2

住宅管理費（基金積立金） 102,135 6.5 333,405 18.0 △ 231,270 △ 69.4

住宅管理費（その他） 31,196 2.0 30,264 1.6 932 3.1

公営住宅建設費 454,707 29.1 497,560 26.8 △ 42,853 △ 8.6

公債費（市債元利償還金） 426,722 27.3 449,734 24.3 △ 23,012 △ 5.1

予備費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　　合　　計 1,562,073 100.0 1,853,982 100.0 △ 291,909 △ 15.7

令和４年度 令和３年度 比較増減

年度

歳入科目 決算額 構成比% 決算額 構成比% 差 伸率%

使用料及び手数料 156 0.7 25 0.1 131 524.0

国庫支出金 14,797 62.9 15,378 61.0 △ 581 △ 3.8

県支出金 6,095 25.9 8,718 34.6 △ 2,623 △ 30.1

諸収入 2,462 10.5 1,078 4.3 1,384 128.4

　　合　　計 23,510 100.0 25,199 100.0 △ 1,689 △ 6.7

令和４年度 令和３年度 比較増減
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（３）令和４年度主要事業の成果

事業名・決算額 成 果

【住宅特会】

公営住宅維持管理事業

662,303 千円

住宅に困窮する低額所得者に対して優良で低廉な家賃の賃貸住宅を提供

するため、市営住宅等の管理を適正かつ合理的に行うよう努めました。

なお、令和４年度末の市営住宅等の管理戸数は、59 団地 5,389 戸です。

指定管理者 宮崎市営住宅管理センター

指定期間 令和 3 年 4 月～令和 8 年 3 月

○市営住宅等の管理

○市営住宅等基金積立金

○入居敷金払戻金等 14,168,420 円

○人件費 51,364,647 円

【住宅特会】

公営住宅建設事業

473,049 千円

既存市営住宅ストックを有効に活用し、快適で安全な市営住宅を供給する

ため、国庫補助を活用した公営住宅ストック総合改善事業及び公営住宅整備

事業を実施しました。

○公営住宅ストック総合改善事業 376,868,400 円

外壁改修工事、屋上防水工事、電気幹線改修工事等

○新町・追手団地建替事業 76,859,771 円

ＰＦＩ事業契約に係る公有財産購入費等

○民間賃貸住宅家賃等補助事業 276,000 円

○事務費及び人件費 19,043,930 円

※上記には、令和 3 年度から令和 4 年度への繰越事業を含みます。

【住宅特会】

市債元利償還金

426,723 千円

市営住宅建替及び既存住宅の改修を行うために借り入れた市債の償還を

行いました。

〇事業執行状況

【一般会計】

優良賃貸住宅家賃

低廉化事業

25,290 千円

公営住宅を補完し、高齢者等のためにバリアフリー化された優良な賃貸住

宅を供給するため、宮崎市の認定を受けて整備された民間の賃貸住宅に対し、

家賃減額助成を行いました。

○対象住宅

サザンライフマンション（20 戸） 6,741,000 円

ふくふくマンション （47 戸） 18,549,000 円

住宅使用料収納事務費 2,822,611 円

一般管理費 14,204,688 円

宮崎市営住宅等指定管理料 477,606,900 円

計 494,634,199 円

第１号基金（入居敷金） 11,647,200 円

第２号基金（基金利子・財産収入） 90,487,817 円

計 102,135,017 円

元 金 償 還 額 386,674,310 円

利 子 償 還 額 40,048,149 円

計 426,722,459 円
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〔令和４年度主要事業の成果〕

事業名・決算額 成 果

【一般会計】

空き家等対策推進事業

3,924 千円

中古住宅の流通促進を図るため、空き家バンクシステムの運用及び住宅関

係団体と連携した空き家に関する相談の対応を行いました。

また、青島地域をモデル地域として、空き家への移住者に対する家賃補助

を実施しました。

○空き家バンクシステム運用、空き家相談受付 2,238,380 円

○青島地域の家賃補助 1,616,000 円

【一般会計】

空き家等適正管理対策

事業

724 千円

管理不全空き家や特定空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施す

るため、空き家に関する諸問題を審議する審議会を開催しました。

また、相続人のいない空き家への対応として、相続財産管理人選任の申立

てを行いました。

○特定空家等対策審議会 56,000 円

〇相続財産管理人選任の申立てに係る手続き費用 505,920 円

【一般会計】

腐朽・破損空き家等

除却推進補助事業

5,664 千円

特定空家等又は不良住宅（腐朽・破損空き家等）が周辺環境に及ぼす悪影

響を解消するため、解体費用の一部を助成し、近隣住民の生活環境の保全を

図りました。

○解体補助（居住用 8 か所） 4,319,000 円

解体補助（非居住用 3 か所） 1,345,000 円

【一般会計】

空き家等適正管理者

特定調査事業

489 千円

空き家所有者の死亡後に相続登記が留保され、相続人が多数にのぼり相続

人特定作業に多大な手間と時間を要する場合があるため、専門的な知識を有

する司法書士と委託契約を締結し、空き家の所有者特定を行いました。

○調査対象空き家戸数（6 件） 473,000 円

【一般会計】

マンション管理適正化

推進事業

210 千円

マンション管理の適正化を図るため、マンションの区分所有者や管理組合

に向けたセミナー開催や無料相談等を行う団体に対して、開催費用等の一部

を助成しました。

○助成件数（2 件） 200,000 円
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４ 住宅施策

（１）本市の住宅施策

本市が定める住宅施策に関係する計画は、次のとおりです。

① 宮崎市公営住宅等長寿命化計画

本市の公営住宅等にかかる部門計画です。全国計画であるインフラ長寿命化基本計画の地

方版となる「宮崎市公共施設等総合管理計画」の個別計画として位置付けています。

令和４年３月に中間見直しを行いました。

(ⅰ) 計画期間

平成 28 年度～令和 7 年度

(ⅱ) 計画の対象

公営住宅、市単独住宅、特定公共賃貸住宅、山村定住住宅

(ⅲ) 計画の目的

将来にわたり公営住宅ストックを有効活用するため、「適正な管理戸数への誘導」や

「将来にわたる事業費の平準化」を考慮しながら、建替えや修繕等の計画的実施及び

予防保全による建物の長寿命化を推進することにより、更新コストやライフサイクル

コストの縮減を図ることを目的としています。

(ⅳ) 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来ストック量の推計(中長期)

本市の公営住宅等は、要支援世帯数に対応するものとし、建替え時の仮移転先や災

害時の緊急用等を考慮した上で、公営住宅等の必要戸数を算出しました。

〇市営住宅の目標管理戸数：

令和 3 年度(現状値)：5,428 戸→令和 7 年度(目標値)：5,050 戸

(ⅴ) 計画期間における事業手法の設定(令和 3 年度判定)

〇令和 4 年度～令和 13 年度における事業手法の判定結果

建替予定戸数：115 戸 用途廃止予定戸数：436 戸

維持管理予定戸数：4,896 戸(うち、改善：2,864 戸 修繕：2,032 戸)

② 宮崎市住宅マスタープラン

「第五次宮崎市総合計画」を上位計画とする本市の住宅関連部門の計画です。国及び宮崎

県の住生活基本計画、市で定める都市計画マスタープラン、公共施設関連計画、及び福祉関

連計画等の整合性を図って作成されています。

(ⅰ) 計画期間

平成 30 年度～令和６年度

(ⅱ) 将来の都市像

未来を想像する太陽都市「みやざき」

(ⅲ) 基本理念

次世代に継承される魅力ある住まいづくり

～多様な人が安心して住み続けられる みやざきの創造～

※令和５年度から令和６年度にかけて計画改定を行います。
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(ⅳ) 目標等
【宮崎市住宅マスタープラン】

目標

① 関連施策との連携による住情報の提供・住宅相談の充実

② 若年層の定住の促進

① 三世代同居・近居の促進

② 既存住宅を含む多様な住宅供給の促進

③ 若年層の住宅取得や住宅リノベーション等への支援

④ 多様な賃貸住宅の供給促進

⑤ 公的賃貸住宅を活用した高齢者世帯・子育て世帯等の支援

① 適正な都市機能配置とまちなか居住の促進

② 花と緑豊かで、美しく魅力ある景観づくりの啓発・奨励

① 高齢者・障がい者等の居住の確保・安心居住

② 健康や省エネ等に配慮した住宅の啓発・誘導

① 市営住宅ストックの有効活用

② 市営住宅入居者管理の適正化の推進

③ 市営住宅を補完する公的賃貸住宅の活用

④
民間事業者の様々なノウハウや技術の活用による公営住宅の供給・整備・管
理

⑤
公営住宅における子育て世帯の入居支援による、バランスの取れたコミュニ
ティの形成

（6） 防犯に配慮した住宅・住環境の形成 ① 地域コミュニティによる防犯活動への支援

① 長期優良住宅や省エネ住宅等の普及

② 地場産材を活用した住宅建設の促進

③ 環境に配慮した工法等による住宅建設の促進

④ 住宅診断（インスペクション）の普及促進

⑤
持続可能な住宅づくりに対応できる担い手（事業者）の研修等による育成の
支援

① 住宅改善に対する支援

② 空き家・空き地の利活用の促進

③ 特定空家等の撤去・解体の促進

① 分譲マンション管理に関する支援

② マンションの大規模修繕・建替えに対する支援

① 住宅等の耐震化の促進

② 住宅内及び宅地の安全確保の啓発

③ まちの防災機能の向上

① 応急仮設住宅の建設候補地の確保

② 災害被災者の住宅確保の支援

③ 災害時の住情報の提供や体制の構築

① 住まい・まちづくりに係る各分野との横断的な連携体制の構築

② 住宅相談や住教育に関する体制の充実

基本的な施策 具体的な施策

目標１
　
多様な居住ニーズに対応する住
宅供給と魅力ある住環境づくり

（1） 移住・定住の促進

（2）
多様なニーズに対応できる住宅供給の
促進

（3） 都市機能の集約と居住環境の向上

目標２
　
安心して住み続けられる住宅・
住環境づくり

（4）
誰もが健康で安心して住み続けられる
住宅・住環境の整備

（5） 重層的な住宅セーフティネットの構築

目標３
　
住宅の価値を高める仕組みづく
り

（7）
持続可能な住宅づくり（良質な住宅ス
トックの形成）

（8） 既存ストックの適正な維持・管理

（9） 分譲マンションの適正な維持・管理

目標５
住宅関係団体や地域住民等との
連携・協働の推進

（１２）
連携・協働による住まい・まちづくり
の推進

目標４
　
大規模災害（南海トラフ地震
等）に備えた住宅・住環境づく
り

（10） 災害に備えた住宅市街地の形成

（１１） 災害被災者への迅速な居住支援
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（２）住宅施策の現状

本市における市営住宅等の管理戸数は、令和 5 年 4 月 1 日現在、59 団地 5,389 戸となって

います。

近年は、高齢社会の進行等に伴い、高齢者・障がい者等の暮らしやすい住宅を確保していくこ

とが重要な課題であり、そのためには、公営のみならず民間市場も含めた住宅施策の展開が必要

です。

このため、老朽化した市営住宅に関しては、｢公営住宅等長寿命化計画」に基づいて統廃合に

よる建替事業を展開するとともに、既存ストックの適正管理や長寿命化に資する改善等を行いな

がら、より良い住環境の提供に取り組んでいます。

また、民間市場において公営住宅を補完する賃貸住宅等の供給促進を図るため、地域優良賃貸

住宅の認定・補助やサービス付き高齢者向け住宅の登録を行っています。

① 市営住宅等一覧 令和５年 4 月 1 日現在

※高岡地域の旧町有住宅は点在しているため、団地数としては計上していません。

戸数 戸数 戸数 戸数 戸数

1 自由ヶ丘 263 25 西上町 15 38 光 92 43 柳 28 53 中央 24

2 平和が丘 120 26 那珂 5 39 木材町 16 44 寺田 31 54 桑畑 24

3 国富が丘 511 27 都甲路 20 40 上井倉 52 45 穆佐 6 55 清武新町 24

4 大塚台 650 28 梅野 10 41 南原 26 46 祇園 16 56 新川 24

5 大坪 162 29 宝塔山 50 42 二ツ山 14 47 内山 12 57 岡 48

6 池内 278 30 今坂 46 48 八久保 15 58 沓掛 10

7 小戸 30 31 旭町 7 49 浦之名 15 59 黒坂 10

8 飛江田 380 32 小牧台 111 50 丸山北 34

9 南窪 54 33 下村 48 51 丸山 71

10 大島 50 34 追手 32

11 大島西 50 35 久峰 96

12 鶴島 24 36 光ヶ丘 92

13 鳥居原 124 37 広瀬台 162

14 希望ヶ丘 130

15 一の宮 50

16 生目台 408

17 学園木花台 152

18 立和原 80

19 大島北 202

20 北ノ原 19

21 老松 53

22 大淀 44

23 権現 180

24 北原 47

計 24団地 4,061 計 13団地 694 計 5団地 200 計 9団地 228 計 7団地 164

17 学園木花台 8 31 旭町 12 ― 旧町有住宅 3

21 老松団地 9

22 大淀団地 5

52 山村定住住宅 5

4,083 706 200 236 164

宮崎地域 佐土原地域 田野地域 高岡地域 清武地域

団地名 団地名 団地名 団地名 団地名

公営住宅

計 58団地 5,347戸

市単独住宅

特定公共賃貸住宅

山村定住住宅

合計

総計 59団地 5,389戸
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② 市営住宅等の目的別戸数 令和５年４月１日現在

※H20 から子育て支援策の一環として、定期入居住戸を確保しています。

・H27 実績：供給 10 戸 応募 4 件 入居 2 戸

・H30 実績：供給 1 戸 応募 2 件 入居 1 戸

・Ｒ 4 実績：供給 １戸 応募 １件 入居 １戸

③ 公営住宅の募集状況

※特定公共賃貸住宅、留学生向け住宅を除きます。

※令和４年度より、定期募集から随時募集への切り替えを従来の４回から１回に変更。

（参考）本市における市営住宅等の定義

戸　数

一般世帯等向け住宅 4,554

高齢者向け住宅 528

高齢者同居世帯向け住宅 15

障がい者世帯向け住宅 137

車いす世帯向け住宅 79

母子世帯向け住宅 34

公的賃貸住宅 特定公共賃貸住宅 14

旧宮崎市留学生向け住宅 8

旧佐土原町有住宅 12

旧高岡町有住宅 3

5

5,389

区　　　　分

山村定住住宅

計

公営住宅
特
定
目
的

市単独住宅

募集戸数 応募者数 応募倍率 募集戸数 応募者数 応募倍率

平成30 ‐ ‐ ‐ 270 450 1.7 

令和元 2 22 11.0 195 448 2.3 

令和２ ‐ ‐ ‐ 245 442 1.8 

令和３ 5 9 1.8 256 449 1.8 

令和４ ‐ ‐ ‐ 151 577 3.8 

新築募集 空き家募集区分
年度

公的賃貸住宅

特定公共賃貸住

山村定住住宅

市営住宅

公営住宅等

公営住宅

地域優良賃貸住宅

市営住宅等

市単独住宅
留学生
旧町有
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④ 地域優良賃貸住宅供給促進事業（高齢者型）

平成19年度に高齢者向け優良賃貸住宅・特定優良賃貸住宅の両制度が一元化されたもの

で、平成20年度以降に民間事業者等が高齢者等向けにバリアフリーの良質な賃貸住宅を

供給する場合、その建設費や家賃の一部を補助する制度です。

市が事業者からの供給計画を認定した事業については、建設費の一部を助成し、また家

賃減額助成を行っています。サザンライフマンションについては、当初高齢者向け優良賃

貸住宅として認定していましたが、平成27年度に地域優良賃貸住宅として再認定しまし

た。現在市内に２棟６７戸を供給しています。

⑤ サービス付き高齢者向け住宅の登録制度

サービス付き高齢者向け住宅の登録制度は、国土交通省・厚生労働省が所管する「高齢

者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）」の改正により、平成23年度に創設

されました。

同制度は、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携し高齢者を支援するサービス

を提供する「サービス付き高齢者向け住宅」の供給を促進することを目的としています。

「サービス付き高齢者向け住宅」の登録は、都道府県・政令市・中核市が行い、登録さ

れた住宅の家賃やサービスに関する情報は、入居を希望する高齢者等に公開されます。

一定の要件を満たすことで、建設費（新築・改修）に係る国からの補助金、税制上の優

遇措置、住宅金融支援機構の融資を受けられる等のメリットがあります。

５年ごとに登録の更新手続きが必要です。

認定 認定期間 住宅名 所在地 棟数 戸数 管理者

宮崎市

平成２１．９

～

令和８．８

ふくふくマンション 広島一丁目 1 47 民間

宮崎市

平成２７．４

～

令和１２．３

サザンライフマンション 高千穂通一丁目 1 20 民間

合計 2 67

登録主体 登録年度 住宅名 所在地 件数 戸数

宮崎市

平成 2４

二ツ山安寿 田野町甲 1 1８

有料老人ホーム

なみしま
波島一丁目 1 42

カーサ・アルバ壱番館 大字小松 1 97

平成２５
サービス付き高齢者向け住宅

オアシスケア宮崎
末広 1 20

平成２７

みやづる

サービス付き高齢者向け住宅
高岡町下倉永 1 36

ハートフルハウス

もっときっと
大字恒久 1 33

合計 6 246

- 13 -



⑥ 空き家関連事業

(ⅰ) 空き家等利活用推進事業（旧：空き家等対策推進事業）

■ 空き家相談対応業務委託

(ｱ)委託内容

(a)市民や本市への移住希望者等からの空き家に関する各種相談対応業務

(b)宮崎市空き家バンクシステムの登録に関する相談対応及び事前調査等業務

(c)宮崎市空き家バンクシステムの登録に関する業務

(ｲ)委託期間

令和５年４月１日～令和８年 3 月３１日

■ 空き家バンクシステム管理運営

(ｱ)目的及び概要

中古住宅の流通促進及び空き家の有効活用を図ることを目的とした「宮崎市空き家バンク」

を公開し、市民等に情報提供等を行うことで空き家の解消・流通促進に寄与します。

(ｲ)公開日

平成 28 年 8 月 31 日

(ｳ)バンク掲載実績（令和５年３月３１日現在累計）

売買物件：２１４件 賃貸物件：５３件 合計２６７件

■ 青島地域モデル事業

(ｱ)目的及び概要

青島地域をモデル地区として、空き家の有効活用及び流通を促進するため、新婚世帯等に

家賃や改修費等を補助することで、若者世帯や移住・定住者等を支援し、地域の活性化及び、

良好な住環境の確保を図ります。

(ｲ)事業実施期間

平成 27 年 7 月 1 日～令和７年３月３１日

（なお、新規受付は令和 2 年 3 月 31 日をもって終了しています）

(ｳ)事業の実績

※家賃補助は資格認定世帯数、改修補助及び解体補助は交付決定件数。

※解体補助は平成 30 年度で終了。

※改修等補助は令和元年度で終了。

(ⅱ) 危険な空き家等除却推進事業（旧：腐朽・破損空き家等除却推進補助事業）

(ｱ)目的

特定空家等または不良住宅の解体費用の一部を補助することで、周囲への悪影響を解消し、

近隣住民の生活環境の保全を図ります。

(ｲ)事業開始日

令和元年１１月 1３日

(ｳ)事業の実績

年度 家賃補助(5 年間) 改修等補助 解体補助

平成 27 ７件 ０件 １件

平成 28 ４件 １件 １件

平成 29 ５件 ２件 １件

平成 30 ５件 ０件 ４件

令和元 ４件 ０件 －

合計 25 件 3 件 7 件

年度 居住用（普通解体） 居住用（解体困難） 非居住用（普通解体） 非居住用（解体困難）

令和２ ４件 ０件 ４件 ０件

令和３ ７件 ３件 １件 ０件

令和４ ６件 ２件 3 件 ０件
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(ⅲ) 特定空家等対策事業（旧：空き家等適正管理対策事業）

■ 緊急安全措置

(ｱ)目的及び概要

宮崎市空家等対策の推進に関する条例第１１条に基づき、適切な管理が行われていない空

き家等の倒壊、崩壊、崩落その他著しい危険が切迫し、これにより道路、広場その他の公共

の場所において、人の生命若しくは身体に対する危害又は財産に対する甚大な損害を及ぼし、

又はそのおそれがあると認めるときは、その危害等を予防し、又はその拡大を防ぐため、必

要な最小限度の措置をとります。

(ｲ)措置実績

※令和４年度から令和 5 年度への繰越工事：１件

■ 特定空家等対策審議会（H28.3.17 発足）

(ｱ)目的及び概要

宮崎市空家等対策の推進に関する条例第８条に基づき、特定空家等に係る諮問機関として

設置しています。法務、不動産、建築等に関する有識者により８名で構成されています。（10

人以内をもって組織）

(ｲ)開催実績

■ 行政代執行（略式代執行）

(ｱ)目的及び概要

空家等対策の推進に関する特別措置法第１４条第１０項の規定に基づき、必要な措置を命

ぜられるべき者を確知できず、その措置を講ずることができない特定空家等に対して、市が

建物所有者に代わって代執行により除却を実施します。

(ｲ)実績

令和２年度：１件（略式代執行）

(ⅳ) 空き家所有者等特定調査事業（旧：空き家等適正管理者特定調査事業）

(ｱ)目的及び概要

空き家問題に対し、所有者等へ適正管理を文書等でお願いしていますが、所有者が死亡し、

相続登記が留保されていることが多いため、所有（相続）者特定に手間と時間を要していま

す。このため、登記手続きに精通している資格保有者へ所有者特定調査業務を委託すること

により、特措法に基づく文書等の送付の迅速化を図ります。

(ｲ)実績（所有者特定を依頼した特定空家等の数）

年度 平成３０ 令和元 令和２ 令和３ 令和４

件数 ３件 ０件 １件 １件 ０件

年度 平成 30 令和元 令和 2 令和３ 令和４

回数 ２回 １回 １回 ２回 ２回

年 度 令和元 令和２ 令和３ 令和４

戸 数 ２戸 １戸 ６戸 ６戸

委託先 ・県行政書士会

・県司法書士会

が推薦する

司法書士

・県行政書士会

・県司法書士会

が推薦する

司法書士

・県司法書士会

が推薦する

司法書士
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⑦ 新たな住宅セーフティネット制度

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（通称「住宅セーフティネッ

ト法」）が改正され、新たな住宅セーフティネット制度が平成 29 年 10 月 25 日から施行され

ています。

(ⅰ) 背景・経緯

(ｱ) 住宅確保要配慮者（※）の現状

・ 住宅確保要配慮者は、今後も増加する見込み

・ 住宅確保要配慮者に対する大家の入居拒否感（孤独死、滞納などを懸念）

(ｲ) 住宅ストックの状況

・ 公営住宅については、今後の人口動向等を踏まえて建替えが行われており、今後の

管理戸数の大幅な増加は見込めない状況

・ 民間の空き家・空き室は増加しており、中には活用可能なものが多く存在

(ⅱ) 制度の取組

(ｱ)宮崎市の取組

○住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録

・ 賃貸人（大家）が住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅として都道府県、

政令市、中核市（以下「都道府県等」）に登録

(ｲ) 国や県、外部団体の取組

○住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録等

・ 都道府県等が登録住宅の情報を開示、賃貸人を指導監督

○登録住宅の改修への経済的支援

・ 一定期間、国による改修費への補助

（事業費の１／３以内 補助限度額 50 万円／戸）

耐震改修工事、バリアフリー改修工事、間取り変更工事等は 50 万円／戸を加算

○住宅確保要配慮者の居住支援

・ 居住支援協議会による居住支援活動の充実

住宅相談会、家賃債務保証制度や安否確認サービスの紹介などを実施

・ 居住支援法人（社会福祉法人等。県が指定）による居住支援活動

要配慮者への生活支援（見守りなど）、家賃債務保証事業等を実施

※ 住宅確保要配慮者…低額所得者、

被災者、高齢者、子育て世帯等

都道府県等

要配慮者

登録

賃貸人

経
済
的
支
援

.

居
住
支
援

.要配慮者の入居を

拒まない住宅（登録住宅）

情報提供

入居
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５ 市営住宅等の管理状況
（１）市営住宅等の団地別の管理戸数と入居世帯数

令和５年４月１日現在

自由ヶ丘 263 168 73 (43) 2 7 7 6 95 (43) 2 191 73.2%

平和が丘 120 112 6 (6) 1 (1) 1 (1) 8 (8) 45 75 100.0%

国富が丘 511 443 53 (22) 8 (1) 3 4 68 (23) 351 68.7%

大塚台 650 618 27 (27) 4 (4) 1 (1) 32 (32) 510 78.5%

大坪 162 145 11 (11) 3 (3) 3 (1) 17 (15) 146 90.1%

池内 278 252 23 (23) 3 (3) 26 (26) 175 62.9%

小戸 30 24 3 3 6 22 73.3%

飛江田 380 342 23 (21) 8 (3) 2 5 38 (24) 263 69.2%

南窪 54 39 3 (1) 6 2 4 15 (1) 48 88.9%

大島 50 38 2 (2) 6 4 12 (2) 33 66.0%

大島西 50 40 6 4 10 30 60.0%

鶴島 24 24 0 23 95.8%

鳥居原 124 113 8 (8) 3 (3) 11 (11) 87 70.2%

希望ヶ丘 130 124 5 (5) 1 (1) 6 (6) 88 67.7%

一の宮 50 44 6 (1) 6 (1) 48 96.0%

生目台 408 357 23 (21) 6 13 (1) 5 (1) 4 51 (23) 283 69.4%

学園木花台 160 128 20 (11) 6 (1) 2 (1) 4 32 (13) 107 66.9%

立和原 80 65 8 (3) 4 3 15 (3) 61 76.3%

大島北 202 151 24 7 8 8 4 51 166 82.2%

北ノ原 19 6 7 4 2 13 18 94.7%

老松 62 45 15 1 1 17 56 90.3%

大淀 49 27 20 2 22 45 91.8%

権現 180 101 60 10 9 79 175 97.2%

北原 47 39 8 8 46 97.9%

小計 4,083 3,445 425 (205) 15 101 (17) 63 (9) 34 638 (231) 47 3,047 75.5%

西上町 15 15 0 11 4 100.0%

那珂 5 5 0 5 0 －

都甲路 20 20 0 15 5 100.0%

梅野 10 10 0 4 6 100.0%

宝塔山 50 50 0 31 19 100.0%

今坂 46 46 0 15 31 100.0%

旭町 19 19 0 10 9 100.0%

小牧台 111 111 0 36 62 82.7%

追手 32 32 0 30 93.8%

下村 48 48 0 29 60.4%

久峰 96 96 0 68 70.8%

光ケ丘 92 69 15 5 3 23 81 88.0%

広瀬台 162 74 59 19 10 88 149 92.0%

小計 706 595 74 0 24 13 0 111 127 493 85.1%

特定目的公営住宅の戸数

高齢者
世帯

高齢者
同居世帯

障がい者
世帯

車いす
世帯

母子
世帯

小計

地
域

団地名

管理
戸数

①

一般
世帯

老朽化に
伴う募集
停止戸数

②

入居
世帯数

③

入居率

③/①-②

宮
崎

佐
土
原
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※（ ）内は戸数のうち、住戸改善により整備したもの。

○入居率の推移

光 92 90 1 (1) 1 (1) 2 (2) 54 58.7%

木材町 16 15 1 (1) 1 (1) 14 87.5%

上井倉 52 52 0 47 90.4%

南原 26 12 9 3 2 14 26 100.0%

二ツ山 14 14 0 12 85.7%

小計 200 183 11 (2) 0 3 3 (1) 0 17 (3) 0 153 76.5%

柳 28 28 0 16 12 100.0%

寺田 31 31 0 22 9 100.0%

穆佐 6 6 0 2 4 100.0%

祇園 16 16 0 13 81.3%

内山 12 11 1 (1) 1 (1) 8 66.7%

八久保 15 15 0 14 93.3%

浦之名 15 15 0 4 26.7%

丸山北 34 24 7 3 10 32 94.1%

丸山 71 55 10 6 16 4 65 97.0%

旧町有 3 3 0 1 2 100.0%

山村定住 5 5 0 5 100.0%

小計 236 209 18 (1) 0 9 0 0 27 (1) 45 168 88.0%

中央 24 24 0 22 91.7%

桑畑 24 24 0 23 95.8%

清武新町 24 24 0 19 79.2%

新川 24 24 0 19 79.2%

岡 48 48 0 42 87.5%

沓掛 10 10 0 10 100.0%

黒坂 10 10 0 10 100.0%

小計 164 164 0 0 0 0 0 0 0 145 88.4%

5,389 4,596 528 (208) 15 137 (17) 79 (10) 34 793 (235) 219 4,006 77.5%

特定目的公営住宅の戸数

高齢者
世帯

高齢者
同居世帯

障がい者
世帯

車いす
世帯

母子
世帯

小計

合計

地
域

団地名

管理
戸数

①

一般
世帯

老朽化に
伴う募集
停止戸数

②

入居
世帯数

③

入居率

③/①-②

田
野

高
岡

清
武
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（２）家賃の徴収状況
令和５年４月１日現在（単位：円）

年度 区分 地域 調定額 収入済額 不納欠損額 収納率

宮崎 822,012,207 820,574,658 0 99.83%

佐土原 131,802,646 131,260,146 0 99.59%

田野 40,564,133 40,564,133 0 100.00%

高岡 45,230,934 45,230,934 0 100.00%

清武 28,072,057 28,072,057 0 100.00%

計 1,067,681,977 1,065,701,928 0 99.81%

宮崎 37,997,338 1,767,002 381,425 4.65%

佐土原 8,166,914 681,221 5,000 8.34%

田野 8,141,351 182,600 0 2.24%

高岡 2,122,612 50,000 800 2.36%

清武 46,400 0 0 0.00%

計 56,474,615 2,680,823 387,225 4.75%

合　計 1,124,156,592 1,068,382,751 387,225 95.04%

宮崎 793,596,631 793,385,151 0 99.97%

佐土原 123,654,047 123,654,047 0 100.00%

田野 40,951,528 40,951,528 0 100.00%

高岡 41,527,070 41,517,070 0 99.98%

清武 27,391,880 27,391,880 0 100.00%

計 1,027,121,156 1,026,899,676 0 99.98%

宮崎 37,286,460 2,337,063 2,258,129 6.27%

佐土原 8,023,193 1,107,992 171,196 13.81%

田野 7,958,751 184,520 0 2.32%

高岡 2,071,812 70,000 291,500 3.38%

清武 46,400 0 19,600 0.00%

計 55,386,616 3,699,575 2,740,425 6.68%

合　計 1,082,507,772 1,030,599,251 2,740,425 95.20%

宮崎 777,520,709 776,976,509 0 99.93%

佐土原 122,063,755 122,063,755 0 100.00%

田野 40,022,648 40,022,648 0 100.00%

高岡 39,992,118 39,992,118 0 100.00%

清武 25,946,517 25,946,517 0 100.00%

計 1,005,545,747 1,005,001,547 0 99.95%

宮崎 32,902,748 1,262,770 978,411 3.84%

佐土原 6,744,005 515,206 0 7.64%

田野 7,774,231 543,132 0 6.99%

高岡 1,720,312 60,000 0 3.49%

清武 26,800 26,800 0 100.00%

計 49,168,096 2,407,908 978,411 4.90%

1,054,713,843 1,007,409,455 978,411 95.51%

宮崎 768,859,809 768,668,409 0 99.98%

佐土原 116,369,061 116,369,061 0 100.00%

田野 38,168,127 38,168,127 0 100.00%

高岡 43,589,604 43,589,604 0 100.00%

清武 27,429,151 27,429,151 0 100.00%

計 994,415,752 994,224,352 0 99.98%

宮崎 31,205,767 2,698,851 2,726,113 8.65%

佐土原 6,228,799 625,847 622,311 10.05%

田野 7,231,099 445,460 0 6.16%

高岡 1,660,312 50,000 0 3.01%

清武 0 0 0 0.00%

計 46,325,977 3,820,158 3,348,424 8.25%

1,040,741,729 998,044,510 3,348,424 95.90%

合　計

合　計

現年度分

滞納繰越分

現年度分

滞納繰越分

現年度分

滞納繰越分

現年度分

滞納繰越分

令和元年
指定管理

令和２年
指定管理

令和3年
指定管理

令和4年
指定管理
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（３）法的措置の状況

年度 区　　　分
宮　崎
地　域

佐土原
地　 域

田　野
地　域

高　岡
地　域

清　武
地　域

4 4

 成立

 不成立

 自主退去

 強制退去

 未退去

 明渡撤回

 成立

 不成立

 自主退去

 強制退去

 未退去

 明渡撤回

 成立

 不成立

 自主退去

 強制退去

 未退去

 明渡撤回

 成立

 不成立

 自主退去

 強制退去

 未退去

 明渡撤回

 成立

 不成立

 自主退去

 強制退去

 未退去

 明渡撤回

※（　　）は件数のうち、前年度までに議会報告したもの。

件　数 内　　　　　　　　容

 支払督促申立中

 仮執行宣言申立

 取下げ

 訴訟へ移行

 取下げ

 和解（訴訟上の和解）

 取下げ

 未結審

 建物明渡

 　 うち明渡訴訟によるもの

 　 うち即決和解条項の不履行によるもの

 債権差押

 　 うち明渡訴訟によるもの

 支払督促申立中

 仮執行宣言申立

 取下げ

 訴訟へ移行

 取下げ

 和解（訴訟上の和解）

 取下げ

 未結審

 建物明渡

 　 うち明渡訴訟によるもの

 　 うち即決和解条項の不履行によるもの

 債権差押

 　 うち明渡訴訟によるもの

 支払督促申立中

 仮執行宣言申立

 取下げ

 訴訟へ移行

 取下げ

 和解（訴訟上の和解）

 取下げ

 未結審

 建物明渡

 　 うち明渡訴訟によるもの

 　 うち即決和解条項の不履行によるもの

 債権差押

 　 うち明渡訴訟によるもの

 支払督促申立中

 仮執行宣言申立

 取下げ

 訴訟へ移行

 取下げ

 和解（訴訟上の和解）

 取下げ

 未結審

 建物明渡

 　 うち明渡訴訟によるもの

 　 うち即決和解条項の不履行によるもの

 債権差押

 　 うち明渡訴訟によるもの

 支払督促申立中

 仮執行宣言申立

 取下げ

 訴訟へ移行

 取下げ

 和解（訴訟上の和解）

 取下げ

 未結審

 建物明渡

 　 うち明渡訴訟によるもの

 　 うち即決和解条項の不履行によるもの

 債権差押

 　 うち明渡訴訟によるもの

 支払督促
（

4
0 ）

 即決和解
 （訴え提起

     前の和解） （
0
0 ）

 和解申立

 判決・勝訴

 強制執行 0 

 支払督促
（

0
0 ）

 即決和解
 （訴え提起

     前の和解） （
0
0 ）

 和解申立

 判決・勝訴

 強制執行 0 

 支払督促
（

0
0 ）

 即決和解
 （訴え提起

     前の和解） （
0
0 ）

 和解申立

 判決・勝訴

 強制執行 0 

 支払督促
（

0
0 ）

 即決和解
 （訴え提起

     前の和解） （
0
0 ）

 和解申立

 判決・勝訴

 強制執行 0 

 支払督促
（

0
0 ）

 即決和解
 （訴え提起

     前の和解） （
0
0 ）

 和解申立

 判決・勝訴

 強制執行 0 

平
成
3
0

 明渡訴訟
（

0
0 ）

令
和
元 明渡訴訟

（
0
0 ）

令
和
２ 明渡訴訟

（
0
0 ）

令
和
3  明渡訴訟

（
0
0 ）

令
和
４ 明渡訴訟

（
0
0 ）
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（４）滞納整理の流れ

事 項 説 明

１ 督促

２ 催告

３ 納付指導等

４ 法的措置対象者選定会

５ 即決和解

６ 契約解除

７ 明渡訴訟

８ 強制執行の申立て

納期限までに家賃及び駐車場使用料を納付しない入居者（以

下「滞納者」という。）に対し、納期限を超えた日から 20 日以

内に督促状を送付します。

督促を行っても納付しない滞納者に対し、催告書を送付しま

す。

滞納者に対し、電話、文書、訪問等により、納付指導を行い

ます。

滞納月数が 3 ヶ月に達した滞納者について、滞納整理表を作

成し、納付指導の経過を記録します。

滞納月数が 4 ヶ月に達したとき、滞納者に対し警告書を、連

帯保証人に対し納付指導要請書を送付します。

納付誓約の際は、納入誓約書及び調査同意書を提出させます。

法的措置対象者選定会を設置し、滞納額が 10 万円以上又は滞

納月数が 6 ヶ月以上の滞納者の中から法的措置対象者を選定

し、特別催告書又は最終催告書の送付を決定します。

特別催告書を送付した滞納者が即決和解に応じるときは即決

和解確約書を提出させます。

即決和解不履行の滞納者に対し、支払い催告兼賃貸借契約解

除通告書を送付し、支払期限をもって契約解除し、明渡請求を

行います。

最終催告書により明渡請求した滞納者に対し、市営住宅の明

渡し並びに滞納家賃及び損害賠償金の支払いを求める訴えの提

起、民事調停の申立てを行います。

明渡しの債務を履行しない滞納者、明渡請求に応じない滞納

者に対し、民事執行法第 168 条の規定に基づき、強制執行の申

立てを行います。
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募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率 募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率

１期 2 22 11.0 2 1.0 31 71 2.3 12 0.4 

２期 ― ― ― ― ― 29 82 2.8 14 0.5 

３期 ― ― ― ― ― 32 133 4.2 21 0.7 

４期 ― ― ― ― ― 30 93 3.1 14 0.5 

１期 ― ― ― ― ― 47 66 1.4 17 0.4 

２期 ― ― ― ― ― 48 135 2.8 21 0.4 

３期 ― ― ― ― ― 36 80 2.2 8 0.2 

４期 ― ― ― ― ― 38 86 2.3 20 0.5 

１期 ― ― ― ― ― 40 100 2.5 19 0.5 

２期 ― ― ― ― ― 34 64 1.9 11 0.3 

３期 ― ― ― ― ― 51 126 2.5 22 0.4 

４期 ― ― ― ― ― 47 95 2.0 23 0.5 

１期 ― ― ― ― ― 31 115 3.7 20 0.6 

２期 ― ― ― ― ― 28 132 4.7 21 0.8 

３期 ― ― ― ― ― 24 142 5.9 19 0.8 

４期 ― ― ― ― ― 25 144 5.8 16 0.6 

新築募集 空き家募集
年度 管理戸数

令和元
指定管理

4,083 

令和２
指定管理

4,083 

令和３
指定管理

4,083 

令和４
指定管理

4,083 

（５）年度別定期募集戸数及び応募状況

① - 1 公営住宅（全域）

※応募倍率＝応募÷募集

※入居倍率＝入居÷募集

① - 2 公営住宅（宮崎地域）

募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率 募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率

１期 2 22 11.0 2 1.0 52 86 1.7 20 0.4 

２期 ― ― ― ― ― 45 98 2.2 21 0.5 

３期 ― ― ― ― ― 50 153 3.1 35 0.7 

４期 ― ― ― ― ― 48 109 2.3 21 0.4 

１期 ― ― ― ― ― 66 80 1.2 22 0.3 

２期 ― ― ― ― ― 74 158 2.1 29 0.4 

３期 ― ― ― ― ― 55 100 1.8 15 0.3 

４期 ― ― ― ― ― 50 104 2.1 24 0.5 

１期 ― ― ― ― ― 59 125 2.1 24 0.4 

２期 5 9 1.8 5 1.0 55 79 1.4 19 0.3 

３期 ― ― ― ― ― 71 137 1.9 28 0.4 

４期 ― ― ― ― ― 71 108 1.5 33 0.5 

１期 ― ― ― ― ― 46 122 2.7 23 0.5 

２期 ― ― ― ― ― 40 142 3.6 25 0.6 

３期 ― ― ― ― ― 30 151 5.0 24 0.8 

４期 ― ― ― ― ― 35 162 4.6 19 0.5 

新築募集 空き家募集
年度 管理戸数

令和元
指定管理

5,439 

令和２
指定管理

5,437 

令和３
指定管理

5,389 

令和４
指定管理

5,389 
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① - 3 公営住宅（佐土原地域）

① - 4 公営住宅（田野地域）

① - 5 公営住宅（高岡地域）

募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率 募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率

１期 ― ― ― ― ― 11 13 1.2 6 0.5 

２期 ― ― ― ― ― 4 6 1.5 2 0.5 

３期 ― ― ― ― ― 7 12 1.7 7 1.0 

４期 ― ― ― ― ― 6 6 1.0 2 0.3 

１期 ― ― ― ― ― 7 9 1.3 2 0.3 

２期 ― ― ― ― ― 11 10 0.9 4 0.4 

３期 ― ― ― ― ― 9 17 1.9 4 0.4 

４期 ― ― ― ― ― 5 11 2.2 3 0.6 

１期 ― ― ― ― ― 6 18 3.0 3 0.5 

２期 ― ― ― ― ― 9 10 1.1 5 0.6 

３期 ― ― ― ― ― 4 4 1.0 1 0.3 

４期 ― ― ― ― ― 4 2 0.5 2 0.5 

１期 ― ― ― ― ― 3 4 1.3 1 0.3 

２期 ― ― ― ― ― 3 4 1.3 1 0.3 

３期 ― ― ― ― ― 3 6 2.0 3 1.0 

４期 ― ― ― ― ― 2 10 5.0 1 0.5 

新築募集 空き家募集
年度 管理戸数

令和元
指定管理

761 

令和２
指定管理

761 

令和３
指定管理

706 

令和４
指定管理

706 

募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率 募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率

１期 ― ― ― ― ― 8 3 0.4 2 0.3 

２期 ― ― ― ― ― 8 4 0.5 3 0.4 

３期 ― ― ― ― ― 5 4 0.8 4 0.8 

４期 ― ― ― ― ― 5 3 0.6 2 0.4 

１期 ― ― ― ― ― 5 1 0.2 1 0.2 

２期 ― ― ― ― ― 4 1 0.3 1 0.3 

３期 ― ― ― ― ― 3 0 0.0 0 0.0 

４期 ― ― ― ― ― 1 0 0.0 0 0.0 

１期 ― ― ― ― ― 4 2 0.5 0 0.0 

２期 ― ― ― ― ― 5 3 0.6 2 0.4 

３期 ― ― ― ― ― 5 0 0.0 0 0.0 

４期 ― ― ― ― ― 6 5 0.8 4 0.7 

１期 ― ― ― ― ― 6 2 0.3 1 0.2 

２期 ― ― ― ― ― 3 1 0.3 1 0.3 

３期 ― ― ― ― ― 1 1 1.0 1 1.0 

４期 ― ― ― ― ― 4 2 0.5 1 0.3 

新築募集 空き家募集
年度 管理戸数

令和元
指定管理

200 

令和２
指定管理

200 

令和３
指定管理

200 

令和４
指定管理

200 

募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率 募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率

１期 ― ― ― ― ― 2 1 0.5 0 0.0 

２期 ― ― ― ― ― 4 6 1.5 2 0.5 

３期 ― ― ― ― ― 6 4 0.7 3 0.5 

４期 ― ― ― ― ― 4 1 0.3 0 0.0 

１期 ― ― ― ― ― 5 3 0.6 1 0.2 

２期 ― ― ― ― ― 7 4 0.6 0 0.0 

３期 ― ― ― ― ― 6 2 0.3 2 0.3 

４期 ― ― ― ― ― 5 6 1.2 1 0.2 

１期 ― ― ― ― ― 6 3 0.5 1 0.2 

２期 ― ― ― ― ― 5 2 0.4 1 0.2 

３期 ― ― ― ― ― 5 5 1.0 3 0.6 

４期 ― ― ― ― ― 7 2 0.3 2 0.3 

１期 ― ― ― ― ― 2 0 0.0 0 0.0 

２期 ― ― ― ― ― 4 2 0.5 1 0.3 

３期 ― ― ― ― ― 1 0 0.0 0 0.0 

４期 ― ― ― ― ― 2 2 1.0 0 0.0 

新築募集 空き家募集
年度 管理戸数

令和元
指定管理

241 

令和２
指定管理

239 

令和３
指定管理

236 

令和４
指定管理

236 

- 23 -



① - 6 公営住宅（清武地域）

② 特定公共賃貸住宅

③ 特定目的別

募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率 募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率

平成１４ 5 3 0.60 3 0.60 1 0 0.00 0 0.00 

平成１５ 0 0 ― 0 ― 3 2 0.67 2 0.67 

平成１６ 0 0 ― 0 ― 1 0 0.00 0 0.00 

平成１７ 0 0 ― 0 ― 3 0 0.00 0 0.00 

平成１８ 0 0 ― 0 ― 4 2 0.50 2 0.50 

平成１９ 0 0 ― 0 ― 4 1 0.25 1 0.25 

平成２０ 0 0 ― 0 ― 3 1 0.33 1 0.33 

平成２１ 0 0 ― 0 ― 3 1 0.33 1 0.33 

平成２２ 0 0 ― 0 ― 4 1 0.25 1 0.25 

平成２３ 0 0 ― 0 ― 3 0 0.00 0 0.00 

平成２４ 0 0 ― 0 ― 3 0 0.00 0 0.00 

平成２５ 0 0 ― 0 ― 7 1 0.14 1 0.14 

平成２６ 0 0 ― 0 ― 8 1 0.13 1 0.13 

平成２７ 0 0 ― 0 ― 5 0 0.00 0 0.00 

平成２８ 0 0 ― 0 ― 5 0 0.00 0 0.00 指定管理

平成２９ 0 0 ― 0 ― 8 0 0.00 0 0.00 指定管理

平成３０ 0 0 ― 0 ― 9 1 0.11 1 0.11 指定管理

令和元 0 0 ― 0 ― 9 0 0.00 0 0.00 指定管理

令和２ 0 0 ― 0 ― 10 0 0.00 0 0.00 指定管理

令和３ 0 0 ― 0 ― 10 0 0.00 0 0.00 指定管理

令和４ 0 0 ― 0 ― 10 2 0.20 2 0.20 指定管理

新築募集 空き家募集
年度 募集方法 備考

随時

募集 応募
応募
倍率

入居
入居
倍率

募集 応募
応募
倍率

入居
入居
倍率

募集 応募
応募
倍率

入居
入居
倍率

募集 応募
応募
倍率

入居
入居
倍率

高齢者向け 5 9 1.8 4 0.8 9 23 2.6 4 0.4 4 47 11.8 4 1.0 14 89 6.4 8 0.6 

高齢者同居世帯向け － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

障がい者世帯向け 2 3 1.5 1 0.5 2 4 2.0 2 1.0 1 2 2.0 1 1.0 3 3 1.0 2 0.7 

車いす世帯向け 1 1 1.0 0 0.0 1 1 1.0 1 1.0 1 1 1.0 1 1.0 1 2 2.0 0 0.0 

母子世帯向け － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

令和４年度

１期 ２期 ３期 ４期特定目的

募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率 募集 応募 応募倍率 入居 入居倍率

１期 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

２期 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

３期 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

４期 ― ― ― ― ― 3 6 2.0 3 1.0 

１期 ― ― ― ― ― 2 1 0.5 1 0.5 

２期 ― ― ― ― ― 4 8 2.0 3 0.8 

３期 ― ― ― ― ― 1 1 1.0 1 1.0 

４期 ― ― ― ― ― 1 1 1.0 0 0.0 

１期 ― ― ― ― ― 3 2 0.7 1 0.3 

２期 5 9 1.8 5 1.0 2 0 0.0 0 0.0 

３期 ― ― ― ― ― 6 2 0.3 2 0.3 

４期 ― ― ― ― ― 7 4 0.6 2 0.3 

１期 ― ― ― ― ― 4 1 0.3 1 0.3 

２期 ― ― ― ― ― 2 3 1.5 1 0.5 

３期 ― ― ― ― ― 1 2 2.0 1 1.0 

４期 ― ― ― ― ― 2 4 2.0 1 0.5 

新築募集 空き家募集
年度 管理戸数

令和元
指定管理

154 

令和２
指定管理

154 

令和３
指定管理

164 

令和４
指定管理

164 
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最低家賃 最高家賃 最低家賃 最高家賃

自由ヶ丘 9,400 52,300 1,080 今坂 4,200 9,800 540 

平和が丘 9,600 27,700 1,530 旭町 6,700 13,200 630 

国富が丘 9,400 53,500 1,400 小牧台 6,800 27,700 680・1,370

大塚台 11,800 41,100 1,580 追手 14,700 29,300 540・1,080

大坪 17,400 43,600 1,710 下村 13,600 28,500 1,050 

池内 16,800 41,600 1,480 久峰 21,000 47,500 1,340 

小戸 18,300 36,100 1,780 光ヶ丘 15,900 59,000 1,340 

飛江田 18,200 42,600 1,500 広瀬台 15,300 60,400 1,400 

南窪 17,900 42,000 1,520 光 11,900 35,000 1,040 

大島 18,400 41,600 1,500 木材町 16,800 38,000 1,050 

大島西 18,500 36,700 1,220 上井倉 19,700 51,600 1,040 

鶴島 19,700 38,900 1,750 南原 14,700 57,300 1,090 

鳥居原 19,300 47,800 1,570 二ツ山 16,500 52,900 960 

希望ヶ丘 18,700 43,800 1,470 柳 3,100 6,500 530 

一の宮 13,800 42,000 1,670 寺田 4,000 11,000 510 

生目台 16,600 59,700 1,610 丸山 8,800 63,000 560・1,130

学園木花台 19,200 51,800 1,480 穆佐 9,200 19,600 980 

立和原 15,300 42,900 1,100 祇園 16,400 32,200 1,160 

大島北 17,800 51,900 1,390 内山 16,200 34,800 880 

北ノ原 19,500 58,500 1,510 八久保 22,000 44,600 970 

老松 25,300 61,800 2,160 浦之名 20,300 41,500 880 

大淀 12,500 49,600 1,660 丸山北 19,300 62,500 1,130 

権現 14,300 57,600 2,060 中央 10,000 19,700 1,470 

北原 18,000 55,900 1,710 桑畑 14,500 28,500 1,390 

西上町 2,600 5,200 650 清武新町 14,300 28,100 1,200 

那珂 2,300 4,600 510 新川 13,800 27,100 1,330 

都甲路 2,000 4,400 480 岡 15,900 32,600 1,020 

梅野 2,900 5,700 ― 沓掛 16,500 53,200 1,040 

宝塔山 3,400 8,900 550 黒坂 17,500 56,200 1,090 

家賃額　（円） 家賃額　（円）
地域 団地名

駐車場
料金（円）

地域 団地名
駐車場

料金（円）

田
野

佐
土
原

宮
崎

佐
土
原

高
岡

清
武

（６）団地別の公営住宅家賃等の状況
令和 5 年４月１日現在

※家賃の額は、裁量世帯を含めた入居基準内である入居者が支払うべき本来家賃額。（建替えに伴う負担

調整や減免前の家賃であり、実際に入居者が負担している家賃の額とは異なります。）
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（7）指定管理者制度

① 指定管理者名 宮崎市営住宅管理センター

② 構成員 (代表構成員)宮崎県宅地建物取引業協会

(構成員) 宮崎宅地建物取引業協同組合

③ 指定管理期間 令和 3 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日(5 年間)

④ 指定管理料 ４億 7，7６０万７，０００円(令和４年度)

（※うち 1，５００万円は台風被害により増額したもの）

⑤ 管理戸数 5,３８９戸(令和 5 年 4 月 1 日現在)

⑥ 主な委託業務 (ⅰ)入居者管理(入退去・入居者募集)、(ⅱ)家賃等収納、(ⅲ)修繕・保守等

⑦ 組織図等

・入居者決定

・家賃決定、減免

・明渡し請求等法的措置

・同居承認、入居承継等

各種申請の承認など

宮崎市（建築住宅課）

宮崎県宅地建物取引業協会住宅管理部

(

業
務
統
括)

修
繕
業
務

保
守
点
検
業
務

家
賃
等
収
納
業
務

入
居
者
等
管
理
業
務

建
替
事
業
補
助
業
務
等

宮崎市営住宅管理センター
(市営住宅管理担当)

修繕担当課
管理収納担当

(宮崎宅地建物取引業協同組合)

・入退去者管理及び募集受付業務

・収入申告、各種申請受付及び文書配布

・家賃等の徴収及び滞納整理業務

・修繕対応（受付・依頼等）

・駐車場管理業務 など

地区管理会社等（９社※）

※

[宮崎地区]㈱マエムラ、㈱ハウザーライフ、

㈱大平産業、高穂住宅、㈱クボタ住宅

[佐土原]大平産業㈱

[田野]ジェイ不動産

[高岡]大恵住宅

[清武]㈱クボタ住宅加納店

(

窓
口
業
務
）
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⑧ 地区管理会社担当団地一覧（令和 5 年度）

（株）マエムラ

市営住宅管理センター（直営）

（株）大平産業

（株）ハウザーライフ

高穂住宅

（株）クボタ住宅

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

大塚台 ２４ ６５０ ７７７

大坪 ７ １６２ １８３

２団地 ３１ ８１２ ９６０

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

自由ヶ丘 ２７ ２６３ ２８４

南窪 ３ ５４ ８４

大島 ２ ５０ ５７

大島西 ２ ５０ ７７

鳥居原 ６ １２４ １４３

大島北 １１ ２０２ ２９６

北ノ原 １ １９ １９

７団地 ５２ ７６２ ９６０

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

立和原 ４ ８０ ８５

小戸 ３ ３０ ３８

飛江田 １６ ３８０ ３９８

鶴島 １ ２４ ２６

４団地 ２４ ５１４ ５４７

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

生目台 ２５ ４０８ ４８９

大淀 １ ４９ ５６

池内 １１ ２７８ ３２０

北原 ２ ４７ ５７

４団地 ３９ ７８２ ９２２

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

一の宮 １ ５０ ４５

老松 １ ６２ ６４

権現 ２ １８０ １８０

平和が丘 ４ １２０ １４６

４団地 ８ ４１２ ４３５

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

国富が丘 ２４ ５１１ ６０１

希望ヶ丘 ５ １３０ １７０

学園木花台 １３ １６０ １６５

３団地 ４２ ８０１ ９３６

大平産業（株）（佐土原地区）

ジェイ不動産（田野地区）

（株）大恵住宅（高岡地区）

（株）クボタ住宅加納店（清武地区）

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

西上町 ４ １５ ８

那珂 ２ ５ ４

都甲路 ４ ２０ １５

梅野 ２ １０ ０

宝塔山 １０ ５０ ３４

今坂 １２ ４６ ４３

旭町 ５ １９ １２

小牧台 ２０ １１１ １１８

追手 ２ ３２ ４３

下村 ３ ４８ ８１

久峰 ４ ９６ １７８

光ヶ丘 ４ ９２ １５６

広瀬台 ８ １６２ ２１６

１３団地 ８０ ７０６ ９０８

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

光 ５ ９２ １１７

木材町 １ １６ １７

上井倉 ２ ５２ ８５

南原 １ ２６ ２８

二ツ山 ３ １４ １８

５団地 １２ ２００ ２６５

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

柳 ９ ２８ １８

寺田 １０ ３１ ２２

穆佐 ３ ６ ８

祇園 １ １６ ３２

内山 ２ １２ ２０

八久保 １ １５ ２０

浦之名 １ １５ ２６

丸山北 １ ３４ ５１

丸山 １１ ７１ ８８

旧町有 ３ ３ ５

山村定住 ５ ５ １０

１１団地 ４７ ２３６ ３００

団地名 棟数 管理戸数 駐車場数

中央 １ ２４ ２７

桑畑 １ ２４ ２７

清武新町 １ ２４ ４３

新川 １ ２４ ２７

岡 ２ ４８ ５３

沓掛 ２ １０ １４

黒坂 ２ １０ ２０

７団地 １０ １６４ ２１１
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６ 市営住宅等の整備状況
（１）市営住宅等の新築・建替等の実績

① 市営住宅等の竣工年度別管理戸数及び構造別戸数

木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐 木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐

S38 30 30 Ｈ5 144 144

39 40 2 38 6 121 121

40 31 31 7 134 134

41 18 18 8 146 146

42 0 9 114 2 112

43 31 31 10 2 2

44 40 10 30 11 77 1 76

45 100 10 90 12 62 62

46 120 20 100 13 12 12

47 200 40 160 14 49 49

48 90 26 64 15 0

49 327 7 320 16 0

50 223 57 166 17 0

51 188 22 166 18 0

52 210 12 198 19 212 32 180

53 266 18 248 20 0

54 210 210 21 60 60

55 164 164 22 66 66

56 306 306 23 34 34

57 224 224 24 62 62

58 140 140 25 53 53

59 196 196 26 24 24

60 100 100 27 0

61 102 102 28 36 36

62 106 106 29 0

63 160 160 30 11 11

H元 94 12 82 R元 0

2 51 1 50 2 0

3 76 76 3 10 10

4 117 117 4 0

計 5,389 42 370 11 24 4,651 291

構造別　戸数 構造別　戸数
竣工
年度

管理
戸数

竣工
年度

管理
戸数
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② 市営住宅等の竣工年度別管理棟数及び構造別棟数

木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐 木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐

S38 8 8 Ｈ5 8 8

39 11 2 9 6 7 7

40 11 11 7 10 2 8

41 6 6 8 9 2 7

42 0 9 7 1 6

43 10 10 10 0

44 3 2 1 11 3 3

45 5 2 3 12 1 1

46 9 5 4 13 1 1

47 16 10 6 14 1 1

48 10 3 4 3 15 0

49 15 2 13 16 0

50 17 11 6 17 0

51 13 7 6 18 0

52 14 6 8 19 3 1 2

53 17 6 11 20 0

54 11 11 21 3 3

55 8 8 22 3 3

56 13 13 23 1 1

57 10 10 24 3 3

58 7 7 25 2 2

59 7 7 26 5 5

60 6 6 27 0 0

61 7 7 28 1 1

62 7 7 29 0 0

63 10 10 30 1 1

H元 7 2 5 R元 0

2 5 1 4 2 0

3 4 4 3 2 2

4 7 7 4 0

計 345 18 99 1 3 220 4

構造別　棟数 構造別　棟数
竣工
年度

管理
棟数

竣工
年度

管理
棟数
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③ 建替事業の実績

事業年度 区分
建替後
戸数

竣工
年度

構造 種別
建替前
戸数

団地名 戸数

S35 木平 1 32

S35 簡平 1 10

S35 簡２ 1 8

S35 木平 2 30

S36 簡平 2 20

S37 簡平 2 40

S38 簡平 2 20

S38 簡２ 2 10

２種

４戸建６棟を建替

23.1㎡から68.35㎡

一の宮 S59 法定 50 S25 簡２ 2 36 ２種

S63～H元 任意 12 S42 簡平 2 5 ２種

S42 簡平 2 45 １種　　１２戸

S42 簡２ 1 30 ２種　　７２戸

S42 簡平 1 16 新法　　４５戸

S34 簡２ 1 12 １種　　１６戸

S34 簡２ 2 17 ２種　　６４戸

S34 簡平 2 18

S38 簡平 2 20

S39 簡平 2 37

S39 簡２ 1 34 １種　　４４戸

S40 簡平 2 20 ２種　１７６戸

S40 簡２ 1 32

S41 簡平 2 23

S41 簡２ 1 30

S46 簡平 2 2

任意 S36 木平 2 6

法定 S37 簡平 2 5

S26 中耐 1 24 公営住宅　５３戸

S27 中耐 1 24 特公賃住宅　９戸

S30 中耐 1 16 公営住宅　４４戸

S30 簡２ 1 16 特公賃住宅　５戸

S30 簡平 2 1

S25 木平 2 14

S29 中耐４ 1 24

S29 簡２ 1 8

S30 中耐４ 1 24

S31 簡平 2 14

S32 簡２ 1 8

S33 中耐３ 1 12

S34 簡２ 1 16

S38 中耐４ 1 24

S36 簡２ 1 8 恒久 16

S37 中耐３ 1 18 新田原 18

S37 中耐4 1 24

光ケ丘 H17～19 法定 32
S40 簡平 2 5

S42 簡平 2 20

S44 簡平 1 8 松小路 8

S44 簡平 2 17 西松小路 24

H18～24 S45 簡平 1 20 仲町 11

S45 簡平 2 36

S46 簡平 1 24

S46 簡平 2 18

S37 簡平 2 9

S40 簡平 1 17

S48 簡２ 1 4

S48 簡２ 2 8

S49 簡２ 1 12

S49 簡２ 2 4

S51 簡平 1 10

S51 簡平 2 10

H21～27 S52 簡平 1 12 55

S52 簡平 2 2 20

S53 簡平 1 6

S53 簡平 2 2

簡平 1 12

簡平 2 8

簡平 1 8

簡平 2 12

建替後建物 建替前建物 集約団地

地域 団地名 備考

120 １種

260 ２種

鶴島 S57 任意 24 S21 木平 2 24

国富が丘
H7～9 法定 129

立和原 H元～3 任意 80

北ノ原 H8～9 19 新法

老松 H10～12 法定 62

大淀 H12～14 法定 49

北原 H27～30 任意 47 ３団地を北原団地へ集約

田
野

南原 H20～22 法定 26 西桜 9

二ツ山 H25～27 任意 14

高
岡

丸山 任意 105
浜子
芝手

清
武

沓掛 H25～27 任意 10 S43

黒坂 H28～R3 任意 10 Ｓ44

宮
崎

飛江田 S54～56 法定

自由ヶ丘 H4～7 任意 220

権現 H16～19 法定 180 栗山 8

佐
土
原

広瀬台 法定 162
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（２）特定目的公営住宅の年度別の建設実績

高齢者
高齢者

同居世帯

障がい者

世帯

車いす

世帯
母子世帯 高齢者

高齢者

同居世帯

障がい者

世帯

車いす

世帯
母子世帯

 S　５３ 2 2

　　５４ 3 3 6

　　５５ 2 6 2 4 14

　　５６ 1 8 5 14

　　５７ 1 9 5 5 20

　　５８ 0

　　５９ 5 5

　　６０ 2 2 4

　　６１ 4 4

　　６２ 2 2 4 2 10

　　６３ 4 2 2 4 12

  Ｈ　元 4 4 8

 　　 ２ 4 2 6

　 　 ３ 1 5 2 8

　 　 ４ 14 3 4 4 2 43 70

  　　５ 14 3 5 7 4 33

 　 　６ 16 1 2 4 2 25

 　 　７ 17 2 6 1 2 1 29

　  　８ 22 5 1 3 14 45

　  　９ 14 4 4 2 10 34

 　 １０ 9 1 10

  　１１ 9 1 10

 　 １２ 15 1 1 19 1 37

 　 １３ 2 18 2 22

 　 １４ 20 2 18 2 42

 　 １５ 14 14

  　１６ 9 1 10

  　１７ 8 8

  　１８ 6 3 9

  　１９ 75 15 10 10 4 114

 　 ２０ 9 5 14

 　 ２１ 20 8 3 8 3 1 43

  　２２ 26 8 5 3 2 1 45

  　２３ 7 3 10

 　 ２４ 22 6 4 32

  　２５ 10 6 16

  　２６ 0

  　２７ 0

  　２８ 5 5

  　２９ 0

  　30 3 3

 R　元 0

  　 ２ 0

       3 0

       4 0

計 320 15 120 69 34 208 0 17 10 0 793

建設戸数 改善戸数
事業年度 計
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地域 団地名 事業年度 建物竣工年度 構造 改善前戸数 改善後戸数 備考

Ｓ４０ 21 21 増築(10.62㎡)

Ｓ４１ 18 18 増築(10.62㎡)

Ｓ４６ 4 4 増築(10.62㎡)

Ｈ８ Ｓ４４ 2 2 高齢者・障がい者世帯向け

Ｈ９ Ｓ４５ 3 3 〃

Ｈ１２ Ｓ４５ 1 1 〃

Ｈ１３ Ｓ４５ 1 1 車いす世帯向け

Ｈ１９ Ｓ４５ 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

Ｈ７ Ｓ４８ 1 1 〃

Ｓ４７ 1 1 〃

Ｓ４８ 1 1 〃

Ｈ１０ Ｓ４７ 1 1 〃

Ｈ１１ Ｓ４７ 2 2 〃

Ｈ１２ Ｓ４７ 1 1 〃

Ｈ１３ Ｓ４７ 2 2 〃

Ｓ４６ 1 1 〃

Ｓ４７ 1 1 〃

Ｈ元 2 2 〃

Ｓ４６ 1 1 〃

Ｓ４７ 1 1 〃

Ｈ１６ Ｓ４７ 2 2 〃

Ｈ１７ Ｈ元 1 1 〃

Ｓ４７ 1 1 〃

Ｓ４８ 1 1 〃

Ｈ元 1 1 〃

Ｈ１９ Ｈ元 1 1 〃

Ｈ２１ Ｓ４６ 1 1 〃

Ｓ４９ 2 2 〃

Ｓ５０ 1 1 〃

Ｓ５１ 1 1 〃

Ｈ９ Ｓ５１ 1 1 〃

Ｈ１０ Ｓ４９ 1 1 〃

Ｓ４９ 1 1 〃

Ｓ５２ 1 1 〃

Ｓ４９ 1 1 〃

Ｓ５０ 1 1 〃

Ｓ４９ 2 2 〃

Ｓ４９ 1 1 車いす世帯向け

Ｓ４９ 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

Ｓ５２ 1 1 〃

Ｓ４９ 2 2 〃

Ｓ５０ 1 1 〃

Ｓ５１ 2 2 〃

Ｓ４９ 1 1 〃

Ｓ５０ 1 1 〃

Ｈ１７ Ｓ５０ 1 1 〃

Ｓ４９ 1 1 〃

Ｓ５１ 2 2 〃

Ｈ１９ Ｓ４９ 1 1 〃

Ｈ２０ Ｓ４９ 2 2 〃

Ｈ２１ Ｓ４９ 1 1 〃

Ｈ２２ Ｓ４９ 2 2 〃

自由ヶ丘 Ｈ４ 簡平

平和が丘 中耐

Ｈ８

Ｈ１４

Ｈ１５

Ｈ１８

Ｈ８

Ｈ１１

Ｈ１２

Ｈ１３

Ｈ１４

Ｈ１５

Ｈ１６

Ｈ１８

宮
崎

国富が丘 中耐

大塚台 中耐

（３）公営住宅ストック総合改善事業の実績

① 住戸改善

居住性向上、高齢者対応、安全性確保を目的として、住戸内のみを改善する工事です。

- 32 -



地域 団地名 事業年度 建物竣工年度 構造 改善前戸数 改善後戸数 備考

Ｈ８ 1 1 〃

Ｈ９ 2 2 〃

Ｈ１０ 1 1 〃

Ｈ１４ 1 1 車いす世帯向け

Ｈ１６ 4 4 高齢者・障がい者世帯向け

Ｈ２０ 1 1 〃

Ｈ２１ 3 3 〃

Ｈ２２ 2 2 〃

Ｓ５３ 1 1 〃

Ｓ５４ 2 2 〃

Ｈ９ Ｓ５３ 2 2 〃

Ｈ１０ Ｓ５４ 1 1 〃

Ｓ５３ 2 2 〃

Ｓ５４ 1 1 〃

Ｈ１３ Ｓ５３ 5 5 〃

Ｈ１４ Ｓ５４ 1 1 〃

Ｈ１５ Ｓ５３ 1 1 〃

Ｈ１７ Ｓ５３ 3 3 〃

Ｓ５３ 1 1 〃

Ｓ５４ 1 1 〃

Ｓ５３ 3 3 〃

Ｓ５４ 2 2 〃

Ｈ８ Ｓ５７ 2 2 〃

Ｓ５５ 1 1 〃

Ｓ５６ 1 1 〃

Ｓ５５ 1 1 〃

Ｓ５６ 2 2 〃

Ｓ５７ 1 1 〃

Ｈ１１ Ｓ５６ 1 1 〃

Ｓ５６ 2 2 〃

Ｓ５７ 2 2 〃

Ｈ１３ Ｓ５７ 1 1 〃

Ｈ１４ Ｓ５５ 1 1 〃

Ｈ１５ Ｓ５７ 1 1 〃

Ｈ１７ Ｓ５７ 1 1 〃

Ｓ５５ 4 4 〃

Ｓ５６ 2 2 〃

Ｈ２１ Ｓ５５ 1 1 〃

南窪 Ｈ２１ Ｓ５５ 中耐 1 1 〃

Ｈ２０ 1 1 〃

Ｈ２２ 1 1 〃

1 1 〃

1 1 車いす世帯向け

Ｈ１１ 2 2 高齢者・障がい者世帯向け

Ｈ１２ 1 1 〃

Ｈ１５ 1 1 〃

1 1 〃

1 1 車いす世帯向け

Ｈ１８ 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

Ｈ２０ 1 1 〃

Ｈ２１ 1 1 車いす世帯向け

Ｈ８

Ｈ１２

Ｈ１８

Ｈ１９

Ｈ９

Ｈ１０

Ｈ１２

Ｈ２０

大島 Ｓ５６ 中耐

Ｈ１０

Ｈ１６

宮
崎

大坪 Ｓ５２ 中耐

池内 中耐

飛江田 中耐

鳥居原 Ｓ５８ 中耐
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注：住戸改善工事においては、設計・工事段階で「高齢者世帯・障がい者世帯向け」と「車いす

世帯向け」の２つの整備基準に基づいて整備を行い、完成後に「高齢者世帯・障がい者世帯

向け」はその需要を考慮し「高齢者世帯向け」と「障がい者世帯向け」に振り分けます。

なお、「母子世帯向け」は一般世帯と同じ基準です。

地域 団地名 事業年度 建物竣工年度 構造 改善前戸数 改善後戸数 備考

Ｈ１１ 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

Ｈ１３ 1 1 〃

2 2 〃

1 1 車いす世帯向け

Ｈ２０ 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

一の宮 Ｈ１３ Ｓ５９ 中耐 1 1 〃

Ｓ６０ 1 1 〃

Ｓ６３ 1 1 車いす世帯向け

Ｓ６２ 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

Ｓ６３ 2 2 〃

Ｓ６０ 2 2 〃

Ｓ６１ 1 1 〃

Ｓ６２ 1 1 〃

Ｓ６０ 1 1 〃

Ｓ６１ 1 1 〃

Ｓ６２ 2 2 〃

Ｓ６０ 1 1 〃

Ｓ６１ 1 1 〃

Ｓ６２ 1 1 〃

Ｈ１７ Ｓ６３ 1 1 〃

Ｓ６０ 1 1 〃

Ｓ６２ 1 1 〃

Ｓ６０ 3 3 〃

Ｓ６２ 1 1 〃

Ｓ６３ 1 1 〃

Ｓ６３ 1 1 車いす世帯向け

Ｈ３ 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

Ｓ６３ 1 1 〃

Ｈ３ 1 1 〃

Ｈ６３ 1 1 〃

Ｈ２ 1 1 〃

Ｈ３ 1 1 〃

Ｈ１５ Ｓ６３ 1 1 〃

Ｈ１７ Ｈ２ 1 1 〃

Ｈ１９ Ｈ２ 1 1 〃

Ｈ２０ Ｓ６３ 2 2 〃

Ｈ１２ Ｈ３ 2 2 〃

Ｈ１４ Ｈ３ 1 1 〃

Ｈ１９ Ｓ５２ 1 1 〃

Ｈ２２ Ｓ５１ 1 1 車いす世帯向け

木材町 Ｈ１９ Ｓ５６ 中耐 1 1 高齢者・障がい者世帯向け

235 235計

希望ヶ丘 Ｓ５９ 中耐
Ｈ１４

Ｈ１１

Ｈ１２

Ｈ１３

Ｈ１４

Ｈ１５

Ｈ１９

Ｈ２１

Ｈ１２

Ｈ１３

Ｈ１４

立和原 中耐

田
野

光 中耐

高
岡

内山 Ｈ１９ Ｈ元 中耐 1 1 〃

宮
崎

生目台 中耐

学園木花台 中耐
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地域 団地名 棟番号 建物竣工年度 構造 基数 戸数 タイプ

北ノ原 H8 ～ H9 267 H9 中耐４ 1 19

老松 H9 ～ H12 268 H12 高耐９ 1 62

大淀 H12 ～ H14 269 H14 高耐６ 1 49

一の宮 H13 188 S59 中耐５ 1 50

鶴島 H14 176 S57 中耐５ 1 24

H15 245 H5 中耐４ 1 16

H15 251 H6 中耐４ 1 24

H16 252 H7 中耐４ 1 24

学園木花台 H17 256 H7 中耐４ 1 16

270 H19 高耐６ 1 72

271 H19 高耐１０ 1 108

北原 H25 ～ H28 290 H28 中耐４ 1 36

光ケ丘 H17 ～ H19 272 H19 中耐４ 1 32

273 H21 中耐４ 1 20

274 H21 中耐４ 1 20

275 H21 中耐４ 1 20

276 H22 中耐４ 1 20

277 H22 中耐４ 1 20

278 H24 中耐３ 1 15

279 H24 中耐３ 1 15

280 H24 中耐４ 1 32

H19 さざんか H9 中耐４ 1 24

H20 めじろ H11 中耐４ 0 28

南原 H22 281 H22 中耐４ 1 26

丸山北 H23 282 H23 中耐４ 1 34

283 H25 中耐３ 1 21

284 H25 中耐４ 1 32

26 859

事業年度

計

自由ヶ丘

権現 H16 ～ H19

田
野

上井倉

高
岡丸山 H24 ～ H25

宮
崎

片廊下

佐
土
原広瀬台 H18 ～ H24

※

② エレベーターの設置

住環境向上のためのエレベーター設置工事です。

※さざんか棟と渡り廊下で連結しているので、EV は利用可能です。
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③ 外壁改修工事

安全性確保・住環境向上を目的に、外壁落下防止対策や外壁等の景観向上を図るための改修工事

です。

(ⅰ)年度ごと

(ⅱ)団地ごと

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

池内 ４棟

飛江田 4 棟

老松 １棟

池内 ３棟

南窪 ３棟

生目台 ２棟

学園木花台２棟

小戸 １棟

大島 １棟

大島西 １棟

学園木花台１棟

生目台 ４棟

中央 １棟

小戸 １棟

大島 １棟

大島西 １棟

学園木花台２棟

生目台 ３棟

清武新町 １棟

国富が丘 ７棟

大塚台 ２棟

鳥居原 ３棟

小戸 １棟

光 ２棟

学園木花台１棟

生目台 2 棟

国富が丘 ３棟

大塚台 ３棟

１回目 ２回目

85 Ｓ44 S62 H11

89 S63 H11

90 H元 H11

91 H元 H11

95 H12 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

96 H12 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

97 H12 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

98 H12 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

99 H12 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

100 H12 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

101 H12 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

102 H12 R4 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

103 H12 R4 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

104 H12 R4 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

106 S63 H12

107 S58 H12

262 H28

263 H28

264 H28

265 H28

266 H28

260 Ｈ29

261 Ｈ29

221 Ｈ29

222 Ｈ29

108 H18 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

109 H17 R3 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

110 H18 R4 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

111 H18 R4 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

112 H17 R4 手摺壁・庇（ﾓﾙﾀﾙ等）

113 H5 H23

114 H4 H18

115 H2 H18

116 H4 H18

117 H3 H20

118 H3 H20

改修年度
地域 団地名 棟番号 建物竣工年度 構造

改修箇所
（特記なき場合、全面改修）

平和が丘 中耐５
Ｓ45

Ｓ46

Ｓ47

Ｓ48

Ｈ8

中耐4

Ｈ9

Ｈ8 中耐3

Ｈ元 低耐2

宮
崎

国富が丘

中耐５

大塚台 Ｓ49 中耐５
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１回目 ２回目

119 H3 H17

120 H5 H21

121 H5 H19

122 H5 H19

123 H5 H20

124 H5 H21

125 H5 H21

126 H6 H19

127 H5 H21

128 H6 H23

129 H6 H17

130 H6 H23

131 Ｓ52 H6 H22

132 H6 H26

133 H6 H25

134 H6 H25

135 H6 H25

136 H6 H25

137 H6 H26

138 Ｓ53 H6 H26

139 H10 Ｈ29

140 H10 Ｈ29

141 H10 Ｈ29

142 H10 Ｈ29

143 H10 H30

144 H11 H30

148 H11 H30

149 H11 H30

150 H11 R元

151 H11 R元

152 H11 R元

145 H10 R2

146 H10 R3

147 H10 R4

153 H8 H25

154 H11 H30

155 ― H25

161 H8 H25

162 H11 H30

163 H8 H27

164 H10 Ｈ29

165 H8 H27

166 H8 H27

167 H8 H27

168 H10 Ｈ29

169 H10 Ｈ29

170 H11 H30

171 H8 H27

172 H7 H28

173 H11 H30

改修年度
地域 団地名 棟番号 建物竣工年度 構造

改修箇所
（特記なき場合、全面改修）

Ｓ49

Ｓ50

Ｓ51

Ｓ52

Ｓ53

Ｓ54

小戸 Ｓ54 中耐５

Ｓ55

Ｓ57

宮
崎

大塚台 中耐５

大坪 中耐３

池内 中耐５

飛江田 中耐５
Ｓ56

〔外壁改修工事〕
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１回目 ２回目

156 H11 R元

157 H11 R元

158 H11 R元

159 H10 R2

160 H10 R3

174 H10 R2

175 H10 R3

鶴島 176 Ｓ57 中耐５ H11

177 H11 R4

178 H11 R4

179 H11 R4

180 H11

181 H11

182 中耐３ H11

189 中耐４ R元

190 R元

191 R2

192 R2

193 R2

194 R2

195 中耐３ R3

196 R3

197 R3

198 R4

199 R4

214 中耐３ R2

215 R3

216 R3

217 R元

218 R元

224 H２ 中耐３ R4

183 H11

184 H11

185 H11

186 中耐３ H11

187 中耐５ H11

一の宮 188 Ｓ59 中耐５ H11 H28

老松 268 H12 高耐９ H30

53-1 H20

53-2 H21

54-1 Ｓ54 H21

55-1 Ｓ55 H21

56-1 Ｓ56 H21

57 Ｓ57 H26

58 Ｓ58 H26

50 Ｓ50 R4

51 Ｓ51 R4

52 Ｓ52 H17

54 Ｓ54 中耐５ H19

木材町 56 Ｓ56 中耐４ H18

高岡 祇園 60 Ｓ59 中耐４ H20

中央 48-1 Ｓ48 中耐４ R2

桑畑 ― Ｓ53 中耐４ H25

新町 54-1 S54 中耐４ R3

新川 55-2 Ｓ55 中耐４ H25

56-2 H24

57-1 H25

改修年度
地域 団地名 棟番号 建物竣工年度 構造

改修箇所
（特記なき場合、全面改修）

南窪 Ｓ55 中耐３

大島 Ｓ56 中耐５

大島西 Ｓ57 中耐５

鳥居原 Ｓ58
中耐４

S60

中耐３

中耐４

S61
中耐４

学園木花台
S63

中耐４

希望ヶ丘 Ｓ59

中耐５

小牧台 Ｓ53 中耐４

下村 中耐４

追手 中耐４

田
野

光
中耐４

清
武

岡 Ｓ57 中耐４

宮
崎 生目台

佐
土
原

〔外壁改修工事〕
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１回目 ２回目

85 S44 H5

89 H15

90 H15

91 H5 H15

95 H30

98 H16

99 H14

100 H14

101 H2

102 H5 H16

103 H14

106 H14

107 H2

219 H26

220 H元 H26

223 中耐５ H26

262 H28

263 H28

264 H28

265 H28

266 H28

260 H29

261 H29

221 H29

222 H29

108 H4 H9

109 H9

110 H12

111 H14

112 H14

113 H14

114 H12

115 H5

116 H17

117 ― H23

118 H12

119 ― H23

120 H12

121 H5 H17

122 H9

123 ― H23

124 ― H23

125 ― H23

126 H8

127 H8

128 H12

129 H8

130 H9

131 S52 H9

改修年度
地域 団地名 棟番号

建物竣工
年度

構造

平和が丘 中耐５
S45

S46

S47

S48

中耐３

H8

中耐３

H9

H8 中耐3

H元 低耐2

S50

S51

宮
崎

国富が丘

中耐５

大塚台

S49

中耐５

④ 屋上防水工事

屋上（屋根）の耐久性向上のための改修工事です。

(ⅰ)年度ごと

(ⅱ)団地ごと

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

国富が丘 １棟

老松 １棟

池内 ４棟

岡 ２棟

池内 ３棟

生目台 ２棟

南窪 １棟

学園木花台２棟

小戸 １棟

生目台 4 棟

学園木花台１棟

中央 １棟

小戸 １棟

生目台 3 棟

学園木花台２棟

清武新町 １棟

小戸 １棟

大坪 １棟

学園木花台１棟

生目台 2 棟
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１回目 ２回目

132 H13 R4

133 H14

134 H14

135 H14

136 H18

137 H13

138 S53 H14

139 H11 H29

140 H11 H29

141 H11 H29

142 H12 H29

143 H12 H30

144 中耐３ H12 H30

148 H12 H30

149 H12 H30

150 H12 R元

151 H12 R元

152 H11 R元

145 H13 R2

146 H13 R3

147 H13 R4

153 H21

154 H17

155 H22

161 H21

162 H22

163 H21

164 H22

165 H21

166 H22

167 H21

168 H22

169 H22

170 H22

171 H21

172 H24

173 H24

156 H15 R元

157 H25

158 H25

159 H24

160 H24

174 H24

175 H24

鶴島 176 S57 中耐５ H25

177 H25

178 H25

179 H25

180 H25

181 H25

182 中耐３ H25

183 H16

184 H13

185 H26

186 H26

187 H17

改修年度
地域 団地名 棟番号

建物竣工
年度

構造

S52

S53
中耐５

S54 中耐５

小戸 S54 中耐５

S55

S57

南窪 S55 中耐３

大島 S56 中耐５

大島西 S57 中耐５

鳥居原 S58
中耐４

希望ヶ丘 S59 中耐５

宮
崎

大坪 中耐３

池内

飛江田 中耐５
S56

〔屋上防水工事〕
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１回目 ２回目

一の宮 188 S59 中耐５ H28

189 中耐４ R元

190 R元

191 R2

192 R2

193 R2

194 R2

195 中耐３ R3

196 R3

197 R3

198 R4

199 R4

214 中耐３ R2

215 R3

216 R3

217 R元

218 R元

224 H2 中耐３ R4

227 H2 H27

228 H27

229 H26

230 H26

老松 268 H12 高耐９ H30

54-1 S54 H19

55-1 S55 H24

56-1 S56 H24

53-1 H24

53-2 H24

57 S57 H25

58 S58 H25

木材町 56 S56 中耐４ H18

50 S50 H23

51 S51 H23

52 S52 H23

53 S53 H23

54 S54 中耐５ H23

高岡 祇園 60 S59 中耐４ H26

中央 48－1 S48 中耐４ R2

桑畑 ― S53 中耐４ H23

清武新町 54－1 S54 中耐４ R3

新川 55－2 S55 中耐４ H23

56－2 H30

57－1 H30

改修年度
地域 団地名 棟番号

建物竣工
年度

構造

S60

中耐３

中耐４

S61
中耐４

学園木花台
S63

中耐４

立和原 中耐４
H3

下村 中耐４

小牧台 S53 中耐４

追手 中耐４

田
野 光

中耐４

清武

岡 S57 中耐４

宮

崎

生目台

佐
土

原

〔屋上防水工事〕

⑤ 電気幹線改修

居住性向上を目的に、電気容量のアップや老朽化した電気幹線更新を図るための改修工事です。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

下村 ３棟 飛江田 ５棟
飛江田 ６棟

木材町 １棟
飛江田 ５棟

大島 ２棟

大島西 ２棟

追手 ２棟

鶴島 １棟
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⑥ 室内環境改善（平成 23・24 年度実施）

安全性確保を目的に、アスベストの除去（囲い込み含む）等を行う改修工事です。

⑦ ごみ集積所設置 （平成 23～27 年度実施）

小動物の侵入を防ぐため、ごみ集積所の新設又は改修（壁・屋根・扉・水栓柱の設置）工事です。

（４）市営住宅住宅用火災警報器更新事業の実績

安心安全な居住環境を提供するため、全ての市営住宅（用途廃止や建替え等の計画があるものを

除く）の居住全てに火災警報器を設置します。

■年度別実績

平成 23 年度 平成 24 年度

大塚台 10 棟

光 2 棟

大坪 2 棟

小戸 1 棟

南窪 1 棟

池内 2 棟

飛江田 6 棟

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

鳥居原、小牧台、光、

中央
自由ヶ丘

大塚台、木材町、八

久保、桑畑、清武新

町、岡

池内、小戸、大島、

鶴島、久峰、内山、

新川

一の宮、老松、国富

が丘、学園木花台、

立和原、下村

年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

設置戸数 1,194 1,080 730 1,164

設置個数 3,496 3,071 2,088 3,530

対象団地

立和原、自由ヶ丘、

大坪、池内、小戸、

南窪、大島、大島西、

大島北、一の宮

大塚台(108～113 棟)、

国富が丘(95～107・219

～223・260・261 棟)、

平和が丘、祇園、

飛江田(164・166・168・

170～172 棟)、

小牧台、追手、下村、

久峰、光ヶ丘、光、

木材町、八久保、

浦之名、内山、

旧高岡町有住宅、

山村定住住宅

希望ヶ丘、鶴島、

学園木花台、

鳥居原、北ノ原、

大塚台(114～121 棟)、

生目台(189～190 棟)、

国富が丘(262～266 棟)

大塚台(122～131 棟)、

生目台(191～213 棟)、

飛江田(153～173 棟)、

中央、清武新町、

新川、桑畑、岡

- 42 -



（５）団地建替事業

① 新町・追手団地建替事業

(ⅰ)対象団地 事業年度：Ｈ２８～Ｒ７（予定）

【建替前】

【建替後】

(ⅱ)事業概要

新町団地は耐用年限の 30 年を超過しており、建物の老朽化に加え、地震等に対する安全面

も十分ではないため、同じように老朽化の著しい周辺の団地を含めた一体的な整備を行う計画

としています。敷地の規模や配置の視点から、新町団地・追手団地の建替えを行い、周辺の宝

塔山・今坂・都甲路・那珂団地の入居者を新設棟へ集約するとともに、民間活力の導入として

PFI 方式での建替えを実施し、総事業費のコスト縮減を図ります。

(ⅲ)主なスケジュール

Ｈ２８～Ｈ２９ 地質調査、PFI 等導入可能性調査

Ｈ３０～Ｒ２ ＰＦＩ事業の発注（アドバイザリー契約）

Ｒ３ ～Ｒ４ 事業者選定、基本設計、仮移転

Ｒ４ ～Ｒ５ 解体工事(新町・追手団地)、実施設計、埋蔵文化財調査

Ｒ５ ～Ｒ６ 本体工事

～Ｒ７．６月末 外構工事、戻り入居、周辺事後調査

団地名 構造・階数 竣工年度 経過年数 管理戸数 備考

①新町団地 簡平 S49／Ｓ53 46／42 34 建替え

②追手団地（簡平） 簡平 Ｓ52 43 21 建替え

③宝塔山団地 簡平 S43～45 50～52 50 用途廃止予定

④今坂団地 簡平 Ｓ46～48 47～49 46 用途廃止予定

⑤都甲路団地 簡平 Ｓ38～39 56～57 20 用途廃止予定

⑥那珂団地 簡平 Ｓ38 57 5 用途廃止

計 ― ― ― 176

団地名 構造 階数 戸数 備考

新町・追手団地
鉄筋コンクリート造 北側 ５階一部４階 32

鉄筋コンクリート造 南側 ５階一部４階 38

計 ２棟 ― 70 管理戸数 106 戸減

都甲路団地

佐土原小学校

③宝塔山団地

⑤都甲路団地

県

道

⑥那珂団地（那珂小学校の北側）

新町・追手団地周辺位置図

①新町団地

②追手団地

フーデリー

④今坂団地

都甲路団地
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地域特別
賃貸住宅

特定公共
賃貸住宅

準特定
優良優賃

宮崎 24 185 3,970 3,865 65 11 11 18 

佐土原 3 20 223 223 0 0 0 0 

田野 1 9 136 136 0 0 0 0 

高岡 0 0 0 0 0 0 0 0 

清武 1 2 18 18 0 0 0 0 

計 29 216 4,347 4,242 65 11 11 18 

全管理戸数

特定優良賃貸住宅等地域 団地数 棟数
公営住宅 改良住宅

〔参考〕県営住宅の管理戸数 （令和 5 年４月１日現在）
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宮 崎 地 域
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宮崎地域

（１）市営住宅等位置図 （宮崎地域）

宮崎市役所

宮崎駅

11

16

18

14

8

22

5

15

12

7

11

9
13

1

6

2

23

4

24

3

17

21

宮崎市役 所

10

宮崎駅

20

19

南宮崎駅

竣工年度 棟数 戸数

① 自由ヶ丘 S40～41,S46,H5～7 27 263

② 平和が丘 S44～45 4 120

③ 国富が丘 S46～48,H1,H8～9 24 511

④ 大塚台 S49～52 24 650

⑤ 大坪 S52～53 7 162

⑥ 池内 S53～54 11 278

⑦ 小戸 S54 3 30

⑧ 飛江田 S55～57 16 380

⑨ 南窪 S55 3 54

⑩ 大島 S56 2 50

⑪ 大島西 S57 2 50

⑫ 鶴島 S57 1 24

⑬ 鳥居原 S58 6 124

⑭ 希望ヶ丘 S59 5 130

⑮ 一の宮 S59 1 50

⑯ 生目台 S60～63 25 408

⑰ 学園木花台 S63,H2～3,H7～8 13 160

⑱ 立和原 H2～3 4 80

⑲ 大島北 H4～5 11 202

⑳ 北ノ原 H9 1 19
21 老松 H12 1 62
22 大淀 H14 1 49
23 権現 H19 2 180
24 北原 H28,Ｈ30 2 47

196 4,083

団地名

合計
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宮崎地域

木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐 木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐

S40 21 21 H6 106 106

41 18 18 7 110 110

42 0 8 98 98

43 0 9 64 64

44 30 30 10 0

45 90 90 11 0

46 104 4 100 12 62 62

47 160 160 13 0

48 40 40 14 49 49

49 320 320 15 0

50 150 150 16 0

51 150 150 17 0

52 174 174 18 0

53 176 176 19 180 180

54 150 150 20 0

55 124 124 21 0

56 250 250 22 0

57 184 184 23 0

58 124 124 24 0

59 180 180 25 0

60 100 100 26 0

61 102 102 27 0

62 106 106 28 36 36

63 160 160 29 0

H元 82 12 70 30 11 11

2 50 50 R元 0

3 76 76 2 0

4 102 102 3 0

5 144 144 4 0

計 4,083 0 43 11 12 3,726 291 

構造別戸数 構造別戸数
管理
戸数

管理
戸数

（２）竣工年度別管理戸数及び構造別戸数 令和 5 年４月１日現在
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宮崎地域

72-1 3K 4

72-2 3K 4

72-3 3K 2

72-4 3K 4

72-5 3K 2

72-6 3K 3

72-7 3K 2

74-1 3K 4

74-2 3K 4

74-3 3K 2

74-4 3K 4

74-5 3K 2

74-6 3K 2

92 S46 3K 4

3DK 10

2DK 2

3DK 14

2DK 2

245 中耐４ 3DK 16

4DK 1

3DK 15

2DK 2

247 中耐４ 3DK 16

248 中耐４ 3DK 16

249 中耐４ 3DK 16

250 中耐４ 3DK 16

2DK 2

3DK 21

4DK 1

2DK 2

3DK 21

4DK 1

253 中耐４ 3DK 16

254 中耐３ 3DK 12

2DK 2

3DK 15

4DK 1

敷地面積 29696.02㎡ 棟数計 27 管理戸数計 263

3DK 28

2DK 2

3DK 29

1LDK 1

3DK 29

1LDK 1

3DK 26

2DK 3

1LDK 1

敷地面積 7672.55㎡ 棟数計 4 管理戸数計 120

95 中耐５ 3DK 20

96 中耐５ 3DK 20

3DK 29

1LDK 1

3DK 28

1LDK 2

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

S41

243

H5

中耐３

244 中耐４

246 中耐３

251 中耐４

252 中耐４

255 中耐３

85 S44 中耐５

89 中耐５

90 中耐５

91 中耐５

③国富が丘
大字本郷南方字松ケ迫
4563番1　ほか

S4697 中耐５

98 中耐５

①自由ヶ丘
山崎町上原1030番1　ほか

S40

簡平

H6

H7

②平和が丘
平和が丘西町32番1　ほか

S45

（３）団地別管理戸数と団地規模 （敷地面積は参考値）

① 公営住宅

令和 5 年４月１日現在
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宮崎地域

3K 27

2DK 1

2LDK 2

3K 29

2LDK 1

3K 28

2DK 1

2LDK 1

3K 29

2LDK 1

3K 16

2DK 2

2LDK 2

3K 19

2LDK 1

3K 19

2DK 1

3K 19

2LDK 1

219 中耐４ 3DK 24

220 中耐４ 3DK 16

3DK 3

2LDK 3

222 低耐２ 3DK 6

223 中耐５ 3DK 30

260 中耐３ 3DK 12

3DK 22

2DK 2

3DK 22

2DK 2

3DK 20

2DK 4

3DK 14

2DK 1

265 中耐３ 3DK 18

266 中耐３ 3DK 12

敷地面積 53057.70㎡ 棟数計 24 管理戸数計 511

3K 28

2LDK 1

2DK 1

3K 28

2LDK 2

2DK 1

2LDK 2

3K 27

111 中耐５ 3K 20

3K 18

2LDK 2

3K 19

2LDK 1

3K 29

2DK 1

3K 27

2DK 1

2LDK 2

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

99 中耐５

100 中耐５

101 中耐５

102 中耐５

103 中耐５

104 中耐５

106

S48

中耐５

107 中耐５

H元221 低耐２

261 中耐３

262 中耐３

263 中耐３

264

H9

中耐３

108 中耐５

109 中耐５

110 中耐５

112 中耐５

113 中耐５

114 中耐５

115 中耐５

③国富が丘

大字本郷南方字松ケ迫
4563番1　ほか

S47

H8

④大塚台 大塚台西三丁目1番1　ほか

S49

S49

〔公営住宅〕
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宮崎地域

116 中耐５ 3K 30

3K 19

2LDK 1

3K 19

2LDK 1

119 中耐５ 3K 20

3K 19

2LDK 1

3K 29

2LDK 1

3K 28

2LDK 2

123 中耐５ 3K 30

124 中耐５ 3K 30

3K 28

2DK 1

2LDK 1

3K 19

2DK 1

3K 29

2LDK 1

3K 38

2DK 2

129 中耐５ 3K 30

3K 28

2LDK 2

4K 28

3DK 2

敷地面積 46191.87㎡ 棟数計 24 管理戸数計 650

4K 23

2LDK 1

3DK 23

2LDK 1

3DK 23

2LDK 1

3DK 22

2LDK 2

3DK 23

2LDK 1

3DK 1

2LDK 2

4K 21

2LDK 2

4K 16

敷地面積 13910.86㎡ 棟数計 7 管理戸数計 162

4K 17

2DK 3

4K 27

1LDK 1

2DK 2

4K 17

2DK 3

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

117 中耐５

118 中耐５

120 中耐５

121 中耐５

122 中耐５

125 中耐５

126 中耐５

127 中耐５

128 中耐５

130 中耐５

131 S52 中耐５

132 中耐３

133 中耐３

134 中耐３

135 中耐３

136 中耐３

137 中耐３

138 S53 中耐３

139 中耐５

140 中耐５

141 中耐５

④大塚台
大塚台西三丁目1番1　ほか

S49

S50

S51

⑤大坪
大坪西一丁目2359番1　ほか

S52

⑥池内 池内町陀羅迫912番1　ほか S53

〔公営住宅〕
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宮崎地域

3DK 2

4K 27

2DK 1

S53 3DK 37

2LDK 3

3DK 15

2LDK 3

148 中耐５ 4K 20

4K 28

2DK 2

3DK 19

2DK 1

4K 19

2LDK 1

4K 27

2DK 3

敷地面積 28212.66㎡ 棟数計 11 管理戸数計 278

4K 8

2LDK 2

4K 8

2LDK 2

4K 8

2LDK 2

敷地面積 2085.00㎡ 棟数計 3 管理戸数計 30

3DK 18

2LDK 2

3DK 18

2LDK 2

4K 28

2LDK 1

3DK 1

161 ※ 中耐５ 3DK 20

3DK 19

2LDK 1

163 ※ 中耐５ 3DK 20

164 ※ 中耐５ 3DK 20

165 ※ 中耐５ 3DK 20

3DK 19

2LDK 1

3DK 19

2LDK 1

4K 29

3DK 1

4K 29

2DK 1

4K 27

3DK 1

1LDK 1

2DK 1

3DK 19

2LDK 1

172 ※ 中耐５ 3DK 40

3DK 19

2LDK 1

敷地面積 37453.21㎡ 棟数計 16 管理戸数計 380

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

142 中耐５

143 中耐５

144 中耐３

149 中耐５

150 中耐５

151 中耐５

152 中耐５

鶴島三丁目125番2　ほか

145 ※

S54

中耐５

146 ※ 中耐５

147 ※ 中耐５

153 ※ 中耐５

154 ※ 中耐５

155 ※ 中耐５

162 ※ 中耐５

166 ※ 中耐５

167 ※ 中耐５

168 ※ 中耐５

169 ※ 中耐５

170 ※ S57 中耐５

171 ※

S57

中耐５

173 ※ 中耐５

⑥池内
池内町陀羅迫912番1　ほか

S54

⑦小戸

⑧飛江田

災害時避難施設
：飛江田団地集
会所

大字赤江字飛江田　　　　
467番13　ほか

S55

S56

〔公営住宅〕
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宮崎地域

4K 17

2LDK 1

157 ※ 中耐３ 3DK 18

158 ※ 中耐３ 3DK 18

敷地面積 6661.86㎡ 棟数計 3 管理戸数計 54

159 中耐５ 3DK 30

3DK 19

2LDK 1

敷地面積 4971.35㎡ 棟数計 2 管理戸数計 50

174 中耐５ 3DK 30

175 中耐５ 3DK 20

敷地面積 4864.41㎡ 棟数計 2 管理戸数計 50

176 ※ S57 中耐５ 3DK 24

敷地面積 2246.74㎡ 棟数計 1 管理戸数計 24

177 中耐４ 3DK 24

178 中耐４ 3DK 24

3DK 23

3LDK 1

3DK 22

2LDK 2

3DK 14

2LDK 2

182 中耐３ 3DK 12

敷地面積 15200.64㎡ 棟数計 6 管理戸数計 124

183 中耐５ 3DK 30

3DK 37

2LDK 1

185 中耐５ 3DK 20

186 中耐３ 3DK 12

187 中耐５ 3DK 30

敷地面積 11874.86㎡ 棟数計 5 管理戸数計 130

3DK 40

2K 10

敷地面積 3366.36㎡ 棟数計 1 管理戸数計 50

189 中耐４ 3DK 11

3DK 6

2DK 3

3DK 11

2DK 3

2LDK 1

4DK 2

3DK 16

2DK 4

4DK 1

2DK 2

2LDK 2

3DK 14

4DK 2

3DK 15

2LDK 1

2DK 6

195 中耐３ 3DK 15

196 中耐４ 3DK 14

197 中耐４ 3DK 11

198 中耐４ 3DK 11

199 中耐４ 3DK 24

鶴島三丁目91番1　ほか

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

⑨南窪
大島町南窪874番　ほか

156 ※

S55

中耐３

⑩大島
大島町北ノ原1021番14　ほか S56

160 中耐５

⑪大島西
大島町北ノ原1046番イ　ほか S57

⑫鶴島

179 中耐４

180 中耐４

181 中耐４

希望ケ丘一丁目230番8　ほか S59

184 中耐５

⑮一の宮
一の宮町30番1　ほか 188 ※ S59 中耐５

190 中耐３

191 中耐３

192 中耐４

193 中耐４

194 S60 中耐４

S61

⑬鳥居原

阿波岐原町鳥居原　　　
2117番6　ほか

S58

⑭希望ケ丘

⑯生目台 生目台東四丁目4番1　ほか

S60

〔公営住宅〕
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宮崎地域

4DK 1

3DK 8

2DK 2

3DK 15

2DK 1

202 中耐４ 3DK 16

203 中耐４ 3DK 16

204 中耐３ 3DK 18

3DK 25

3LDK+1K 2

3DK 8

2LDK 1

207 中耐３ 3DK 9

4DK 1

3DK 8

2DK 2

3DK 18

2LDK 1

210 中耐４ 3DK 16

3DK 17

4LDK+1K 1

2LDK 2

3DK 13

2LDK 2

4LDK+1K 2

3DK 26

2LDK 1

4LDK+1K 1

敷地面積 45787.95㎡ 棟数計 25 管理戸数計 408

3DK 5

3LDK 1

215 中耐４ 3DK 10

3DK 9

3LDK 1

217 中耐４ 3DK 12

218 中耐４ 3DK 14

224 中耐３ 3DK 6

225 中耐４ 3DK 8

226 中耐４ 3DK 12

231 H3 中耐４ 3DK 20

256 中耐４ 3DK 16

257 中耐４ 3DK 12

258 中耐４ 3DK 12

259 H8 中耐４ 3DK 14

敷地面積 17370.15㎡ 棟数計 13 管理戸数計 152

3DK 18

4DK 2

2DK 4

228 ※ 中耐４ 3DK 24

3DK 14

4DK 1

2DK 1

230 ※ 中耐４ 3DK 16

敷地面積 8333.02㎡ 棟数計 4 管理戸数計 80

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

200

S61

中耐４

201 中耐４

205 中耐４

206 中耐３

208 中耐４

209 中耐４

211 中耐４

212 中耐４

213 中耐４

214 中耐３

216 中耐４

H2

H7

227 ※ H2 中耐４

H3229 ※ 中耐４

⑯生目台
生目台東四丁目4番1　ほか

S62

S63

⑰学園木花台
学園木花台北三丁目2番　ほか

S63

 ⑱立和原

大字本郷南方字立和原
3207番　ほか

〔公営住宅〕
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宮崎地域

232 中耐３ 3DK 18

3DK 20

2LDK 4

3DK 8

2DK 2

4DK 2

235 中耐３ 3DK 18

3DK 8

2DK 2

4DK 2

237 中耐３ 3DK 18

238 中耐４ 3DK 24

2DK 2

4DK 2

3DK 12

3DK 20

2DK 2

4DK 2

241 中耐３ 3DK 18

242 中耐３ 3DK 18

敷地面積 23977.00㎡ 棟数計 11 管理戸数計 202

3DK 8

2DK 11

敷地面積 2140.33㎡ 棟数計 1 管理戸数計 19

2DK 36

3DK 17

敷地面積 3052.79㎡ 棟数計 1 管理戸数計 53

1DK 4

2DK 26

3DK 14

敷地面積 3368.15㎡ 棟数計 1 管理戸数計 44

1DK 24

1LDK 2

2DK 22

2LDK 2

3DK 10

3LDK 12

1DK 20

1LDK 3

2DK 36

2LDK 2

3DK 28

3LDK 19

敷地面積 11675.08㎡ 棟数計 2 管理戸数計 180

1DK 12

2DK（小） 8

2ＤＫ（大） 8

3DK 8

1DK 2

2DK（小） 6

2ＤＫ（大） 3

敷地面積 3905.12㎡ 棟数計 2 管理戸数計 47

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

233 中耐４

234 中耐３

236 中耐３

239 中耐４

240 中耐４

 20 北ノ原
大島町北ノ原1011番　ほか 267 ※ H9 中耐４

 21 老松
老松二丁目39番　ほか 268 H12 高耐９

 22 大淀
大淀一丁目166番　ほか 269 ※ H14 高耐６

270 高耐６

271 高耐10

290 H28 中耐４

291 H30 準耐２

合　　計 棟数 196 管理戸数 4,061

⑲大島北
大島町四反田632番1　ほか

H4

H5

 23 権現
江平東一丁目1番 H19

24 北原
恒久二丁目12番1

〔公営住宅〕

※ 災害避難施設（津波避難ビル）
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宮崎地域

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数 備考

 21 老松 老松ニ丁目39番　ほか 268 H 12 高耐9 3DK 9

 22 大淀 大淀一丁目166番　ほか 269 H 14 高耐6 3DK 5

棟数計 (2) 管理戸数計 14合計

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数 備考

215 S 63 中耐4 1DK 4 留学生向け

216 S 63 中耐4 1DK 4 留学生向け

棟数計 (2) 管理戸数計 8合計

⑰学園木花台 学園木花台北三丁目2番　ほか

② 特定公共賃貸住宅

③ 市単独住宅
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佐 土 原 地 域
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佐土原地域

（１）市営住宅等位置図 （佐土原地域）

竣工年度 棟数 戸数

① 西上町 S38 4 15
② 那珂 S38 2 5
③ 都甲路 S38～39 4 20
④ 梅野 S39 2 10
⑤ 宝塔山 S43～45 10 50
⑥ 今坂 S46～48 12 46
⑦ 旭町 S48～49 5 19
⑧ 小牧台 S50～51,S53 20 111
⑨ 下村 S54～56 3 48
⑩ 追手 S57～58 2 32
⑪ 久峰 H7～9 4 96
⑫ 光ケ丘 H11,H13,H19 4 92
⑬ 広瀬台 H21～22,H24 8 162
⑭ 新町 ※建替中 - -

80 706

団地名

合計

11

1

8

14

3

4

7

2

6

5

12 13

佐土原駅佐土原総合支所

9

10
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佐土原地域

木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐 木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐

S38 30 30 H５ 0

39 20 20 ６ 0

40 0 ７ 24 24

41 0 ８ 48 48

42 0 ９ 24 24

43 30 30 10 0

44 10 10 11 48 48

45 10 10 12 0

46 12 12 13 12 12

47 20 20 14 0

48 26 26 15 0

49 7 7 16 0

50 57 57 17 0

51 22 22 18 0

52 0 19 32 32

53 32 32 20 0

54 16 16 21 60 60

55 16 16 22 40 40

56 16 16 23 0

57 16 16 24 62 62

58 16 16 25 0

59 0 26 0

60 0 27 0

61 0 28 0

62 0 29 0

63 0 30 0

H元 0 R元 0

2 0 2 0

3 0 3 0

４ 0 4 0

計 706 0 244 0 12 450 0

構造別戸数 構造別戸数
管理
戸数

管理
戸数

（２）竣工年度別管理戸数及び構造別戸数

令和 5 年４月１日現在
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佐土原地域

1 2K 4

2 2K 4

3 2K 4

4 2K 3

敷地面積 2345.17㎡ 棟数計 4 管理戸数計 15

1 2K 2

2 2K 3

敷地面積 800.50㎡ 棟数計 2 管理戸数計 5

38 2K 5

38 2K 5

39 2K 5

39 2K 5

敷地面積 2514.00㎡ 棟数計 4 管理戸数計 20

39 2K 5

39 2K 5

敷地面積 1188.90㎡ 棟数計 2 管理戸数計 10

43-1 2K 6

43-2 2K 5

43-3 2K 5

43-4 2K 5

43-5 2K 4

43-6 2K 5

44-1 2K 5

44-2 2K 5

45-1 3K 5

45-2 3K 5

敷地面積 7401.03㎡ 棟数計 10 管理戸数計 50

46-1 3K 5

46-2 3K 5

46-3 2K 2

47-1 3K 4

47-2 3K 4

47-3 2K 2

47-4 2K 5

47-5 2K 5

48-1 2K 4

48-2 2K 4

48-3 2K 4

48-4 2K 2

敷地面積 8742.52㎡ 棟数計 12 管理戸数計 46

49-1 3K 3

49-2 3K 4

敷地面積 2798.76㎡ 棟数計 2 管理戸数計 7

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

①西上町

佐土原町下田島字袋
20290番65　ほか

S 38 簡平

②那珂

佐土原町東上那珂字松月下
16280番1　ほか

S 38 簡平

③都甲路

佐土原町下田島字都甲路
5036番　ほか

S 38

簡平

S 39

④梅野

佐土原町下田島字平松
11628番　ほか

S 39 簡平

S 43

S 44

S 45

S 46

S 47

S 48

⑦旭町

佐土原町下田島字久保田
20444番1　ほか

S 49 簡平

⑤宝塔山

佐土原町上田島字後田1512
番1　ほか

簡平

⑥今坂

佐土原町上田島字今坂1205
番61　ほか

簡平

（３）団地別管理戸数と団地規模 （敷地面積は参考値）

① 公営住宅

令和 5 年４月１日現在
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佐土原地域

〔公営住宅〕

50-1 3K 5

50-2 3K 5

50-3 3K 5

50-4 3K 5

50-5 3K 5

50-6 3K 4

50-7 3K 5

50-8 3K 5

50-9 2DK 6

50-10 2DK 6

50-11 2DK 6

51-1 3K 3

51-2 3K 3

51-3 3K 3

51-4 3K 3

51-5 3K 2

51-6 3K 3

51-7 3K 5

53-1 4K 16

53-2 3DK 16

敷地面積 22144.18㎡ 棟数計 20 管理戸数計 111

54-1 S 54 4K 16

55-1 S 55 4K 16

56-1 S 56 3DK 16

敷地面積 10768.33㎡ 棟数計 3 管理戸数計 48

57 S 57 3DK 16

58 S 58 3DK 16

敷地面積 6267.07㎡ 棟数計 2 管理戸数計 32

7 H 7 3DK 24

8-1 3DK 24

8-2 3DK 24

9 H 9 3DK 24

敷地面積 11698.65㎡ 棟数計 4 管理戸数計 96

11-1 3DK 24

11-2 3DK 24

2LDK 8

3LDK 4

1DK 8

2DK 12

3DK 7

2LDK 1

3LDK 4

敷地面積 17653.53㎡ 棟数計 4 管理戸数計 92

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

S 53 中耐４

⑨下村

佐土原町東上那珂字丹助
15779番1　ほか

中耐４

⑩追手

佐土原町上田島字追手1383
番1　ほか

中耐４

⑪久峰

佐土原町下田島字山下
21400番3　ほか

中耐４H 8

H 11 中耐４

13 H 13 低耐２

272 H 19 中耐４

⑧小牧台

佐土原町下那珂字平廻4707
番11　ほか

S 50

簡平

S 51

⑫光ケ丘

佐土原町下田島字大道迫
20510番89　ほか
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佐土原地域

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数 備考

48-15 2K 4

48-16 2K 5

48-17 2K 3

棟数計 3 管理戸数計 12合      計

⑧旭町
佐土原町下田島字久保田
20444番1　ほか

S 48 簡平

〔公営住宅〕

※⑭新町団地は、現在建替中のため、表には表示されません。

② 市単独住宅

1DK 8

2DK 8

3DK 4

1DK 4

2DK 8

3DK 4

3LDK 4

1DK 6

2DK 7

3DK 3

3LDK 4

1DK 8
2DK 8
3DK 4
1DK 6
2DK 7
3DK 3
3LDK 4
1DK 6
2DK 6
3DK 3
1DK 6
2DK 6
3DK 3
1DK 6
2DK 12
3DK 10

3LDK 4

敷地面積 18190.08㎡ 棟数計 8 管理戸数計 162

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

273 中耐４

274 中耐４

275 中耐４

276 中耐４

277 中耐4

278 中耐3

279 中耐3

280 中耐4

合　　計 棟数 77 管理戸数 694

⑬広瀬台

佐土原町下田島字大道迫
20510番25　ほか

H 21

H 22

H 24

- 64 -



- 65 -



田 野 地 域
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竣工年度 棟数 戸数

① 光 S50～54 5 92
② 木材町 S56 1 16
③ 上井倉 H9,H11 2 52
④ 南原 H22 1 26
⑤ 二ツ山 H26 3 14

12 200

団地名

合計

（１）市営住宅等位置図 （田野地域）

田野地域

1

2

3

4

5

田野駅

田野総合支所
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木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐 木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐

S50 16 16 H11 28 28

51 16 16 12 0

52 24 24 13 0

53 16 16 14 0

54 20 20 15 0

55 0 16 0

56 16 16 17 0

57 0 18 0

58 0 19 0

59 0 20 0

60 0 21 0

61 0 22 26 26

62 0 23 0

63 0 24 0

H元 0 25 0

2 0 26 14 14

3 0 27 0

4 0 28 0

5 0 29 0

6 0 30 0

7 0 R元 0

8 0 2 0

9 24 24 3 0

10 0 4 0

計 200 14 0 0 0 186 0

構造別戸数 構造別戸数
管理
戸数

管理
戸数

（２）竣工年度別管理戸数及び構造別戸数

令和 5 年４月１日現在

田野地域
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（３）団地別管理戸数と団地規模 （敷地面積は参考値）

① 公営住宅

令和 5 年４月１日現在

田野地域

50 S 50 3DK 16

51 S 51 3K 16

3DK 23

2LDK 1

53 S 53 4K 16

54 S 54 中耐５ 3DK 20

敷地面積 8929.06㎡ 棟数計 5 管理戸数計 92

3DK 15

2LDK 1

敷地面積 1667.01㎡ 棟数計 1 管理戸数計 16

2LDK 12

3LDK 12

2LDK 12

3LDK 16

敷地面積 6357.83㎡ 棟数計 2 管理戸数計 52

3DK 9

2LDK 1

2DK 11

1DK 5

敷地面積 2882.49㎡ 棟数計 1 管理戸数計 26

3DK 1

2DK 3

3DK 2

2DK 1

1DK 2

3DK 2

2DK 1

1DK 2

敷地面積 3010.14㎡ 棟数計 3 管理戸数計 14

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

田野町字白砂坂上乙9521
番　ほか

中耐４
52 S 52

②木材町

田野町字上ノ原甲2695番
5

56 S 56 中耐４

③上井倉

田野町字大手原甲1721番
6

さざんか H 9

中耐４

めじろ H 11

④南原
田野町南原二丁目2番7 281 H 22 中耐４

285

286

287

合　　計 棟数 12 管理戸数 200

①光

⑤二ツ山

田野町字二ツ山甲5545番
1　ほか

H 26 木平
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高 岡 地 域
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高岡地域

（１）市営住宅等位置図 （高岡地域）

※旧高岡町有住宅は、点在しているため

地図上に位置を示していません。

2
1

9

8
5

7

3
6

4

10

花見橋

高岡総合支所

竣工年度 棟数 戸数

① 柳 S39～40 9 28
② 寺田 S43,S46～47 10 31
③ 穆佐 S53 3 6
④ 祇園 S59 1 16
⑤ 内山 H元 2 12
⑥ 八久保 H4 1 15
⑦ 浦之名 H6 1 15
⑧ 丸山北 H23 1 34
⑨ 丸山 S52～53,H25 11 71
※ 旧高岡町有 S39,H2 3 3
⑩ 山村定住 H9～11 5 5

47 236

団地名

合計
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高岡地域

木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐 木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐

S39 20 2 18 Ｈ6 0

40 10 10 7 15 15

41 0 8 2 2

42 0 9 2 2

43 7 7 10 1 1

44 0 11 0

45 0 12 0

46 4 4 13 0

47 20 20 14 0

48 0 15 0

49 0 16 0

50 0 17 0

51 0 18 0

52 12 12 19 0

53 12 12 20 0

54 0 21 0

55 0 22 0

56 0 23 0

57 0 24 34 34

58 0 25 0

59 16 16 26 53 53

60 0 27 0

61 0 28 0

62 0 29 0

63 0 30 0

H元 12 12 R元 0

2 1 1 2 0

3 0 3 0

4 0 4 0

5 15 15 計 236 8 83 0 0 145 0

構造別戸数 構造別戸数
管理
戸数

管理
戸数

（２）竣工年度別管理戸数及び構造別戸数

令和 5 年４月１日現在
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高岡地域

団地名 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

40-1 2K 4

40-2 2K 4

40-3 2K 4

40-4 2K 4

40-5 2K 2

41-6 2K 3

41-7 2K 3

41-8 2K 2

41-9 2K 2

敷地面積 3873.46㎡ 棟数計 9 管理戸数計 28

44-1 2K 2

44-2 2K 2

44-3 2K 2

44-4 3K 1

47-1 S 46 3K 4

48-1 3K 4

48-2 3K 4

48-3 3K 4

48-5 3K 4

48-6 3K 4

敷地面積 4933.84㎡ 棟数計 10 管理戸数計 31

54-1 3DK 2

54-5 3DK 2

54-6 3DK 2

敷地面積 3148.23㎡ 棟数計 3 管理戸数計 6

60 S 59 中耐４ 3DK 16

敷地面積 1528.13㎡ 棟数計 1 管理戸数計 16

Ａ 3DK 6

Ｂ 3DK 6

敷地面積 2238.47㎡ 棟数計 2 管理戸数計 12

― H 4 中耐３ 3DK 15

敷地面積 2855.81㎡ 棟数計 1 管理戸数計 15

― H 6 中耐３ 3LDK 15

敷地面積 2854.00㎡ 棟数計 1 管理戸数計 15

1DK+1 8

2DK 12

3DK 8

3LDK 6

敷地面積 3427.76㎡ 棟数計 1 管理戸数計 34

所在地

高岡町下倉永字祇園1200番1　ほか

高岡町小山田字八久保148番2

高岡町浦之名字田平584番1　ほか

S 39

S 40

S 43

S 47

③穆佐
高岡町小山田字平原100番1 S 53 簡平

④祇園

⑤内山
高岡町内山字栫310番1　ほか H 元 中耐３

⑥八久保

⑦浦之名

⑧丸山北
高岡町飯田三丁目30番2　ほか ２８２ H 23 中耐4

①柳
高岡町内山字柳3093番　ほか 簡平

②寺田
高岡町内山字寺田3030番1　ほか 簡平

（３）団地別管理戸数と団地規模 （敷地面積は参考値）

① 公営住宅

令和 5 年４月１日現在
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高岡地域

53-7 3DK 2

53-8 3DK 2

53-9 3DK 2

53-13 3DK 2

53-14 3DK 2

53-15 3DK 2

54-1 3DK 2

54-7 3DK 2

54-8 3DK 2

1DK 6

2DK 6

3DK 9

1DK 8

2DK 12

3DK 4

3LDK 8

敷地面積 10582.19㎡ 棟数計 11 管理戸数計 71

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

S 52

S 53

２８３ 中耐３

２８４ 中耐４

合　　計 棟数 39 管理戸数 228

⑨丸山
高岡町飯田二丁目14番1　ほか

簡平

H 25

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数 備考
高岡町内山字山下3269番2 山下Ｂ S 39 木造 3K 1 戸建

高岡町内山字雁ケ峰2779番2 雁ケ峰１ S 39 木造 5K 1 戸建

高岡町内山字柳3109番4　ほか 国際交流 H 2 木造 3K 1 戸建

棟数計 3 管理戸数計 3合     計

旧高岡町有住宅

〔公営住宅〕

② 市単独住宅（旧町有住宅）

③ 山村定住住宅

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数 備考

高岡町内山字山下3262番7 a 1 戸建

高岡町内山字山下3262番8 b 1 戸建

高岡町内山字山下3262番5 c 1 戸建

高岡町内山字山下3262番3 d 1 戸建

高岡町内山字山下3292番7 e H 11 2LDK 1 戸建

棟数計 5 管理戸数計 5合計

⑩山村定住住宅

H 9

木造

3DK

H 10 4K
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清 武 地 域
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清武地域

竣工年度 棟数 戸数

① 中央 S48 1 24
② 桑畑 S53 1 24
③ 清武新町 S54 1 24
④ 新川 S55 1 24
⑤ 岡 S57 2 48
⑥ 沓掛 H26 2 10
⑦ 黒坂 Ｒ３ 2 10

10 164

団地名

合計

（１）市営住宅等位置図 （清武地域）
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清武地域

木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐 木造 簡平 準耐 低耐 中耐 高耐

S48 24 24 H10 0

49 0 11 0

50 0 12 0

51 0 13 0

52 0 14 0

53 24 24 15 0

54 24 24 16 0

55 24 24 17 0

56 24 24 18 0

57 24 24 19 0

58 0 20 0

59 0 21 0

60 0 22 0

61 0 23 0

62 0 24 0

63 0 25 0

H元 0 26 10 10

2 0 27 0

3 0 28 0

4 0 29 0

5 0 30 0

6 0 R元 0

7 0 2 0

8 0 3 10 10

9 0 4 0

計 164 20 0 0 0 144 0

構造別戸数 構造別戸数
管理
戸数

管理
戸数

（２）竣工年度別管理戸数及び構造別戸数

令和 5 年４月１日現在
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清武地域

（３）団地別管理戸数と団地規模 （敷地面積は参考値）

① 公営住宅

令和 5 年４月１日現在

48-1 S 48 中耐４ 3K 24

敷地面積 1975.90㎡ 棟数計 1 管理戸数計 24

― S 53 中耐４ 3DK 24

敷地面積 2087.44㎡ 棟数計 1 管理戸数計 24

54-1 S 54 中耐４ 3LDK 24

敷地面積 4734.64㎡ 棟数計 1 管理戸数計 24

55-2 S 55 中耐４ 3DK 24

敷地面積 3227.60㎡ 棟数計 1 管理戸数計 24

56-2 3DK 24

57-1 3LDK 24

敷地面積 3972.94㎡ 棟数計 2 管理戸数計 48

3DK 2

2DK 1

1DK 2

3DK 2

2DK 1

1DK 2

敷地面積 2425.99㎡ 棟数計 2 管理戸数計 10

２９２ 3DK 4

2DK 4

1DK 2

敷地面積 4340.00㎡ 棟数計 2 戸数計 10

棟数 10 管理戸数 164

清武町船引字池田317番1　ほか

清武町西新町5番3

清武町木原字尾ノ下118番1　ほか

清武町船引字新川678番1　ほか

合　　計

団地名 所在地 棟番号 竣工年度 構造 住戸タイプ 管理戸数

①中央

②桑畑

③清武新町

④新川

⑤岡

清武町岡二丁目2番1 S 57 中耐４

清武町今泉字上ノ原甲3619番

２８８

H 26 木平

２８９

⑦黒坂

清武町木原字黒坂6357番2　ほか R 3 木平

２９３

⑥沓掛
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付 録
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住宅政策の変遷

資料：宮崎市住宅マスタープラン

- 86 -



年・月 住宅対策 概要 年・月 関連事項

昭和 20.11 住宅緊急措置令 既存建物の住宅化

21.5 建築制限令 住宅建設資材の確保 21 市営住宅鶴島団地建設

21.9 特別都市計画法 都市計画的再建の促進

地代家賃統制令 地代・家賃の統制

23.8 第１回住宅統計調査

24.5 住宅対策審議会令 建設大臣の諮問機関として
住宅対策審議会設置

25.5 住宅金融公庫法 個人、法人に対し長期低利
資金の融通

25 市営住宅権現団地建設

建築基準法 市営住宅一の宮団地建設

建築士法

26.3 瓜生野・木花・青島・倉岡村合併

26.6 公営住宅法 26 市営住宅老松団地建設

27.7 第１期公営住宅３ヶ年計画
策定

28.9 第２回住宅統計調査

29 市営住宅祇園町団地建設（現廃止）

30.4 住宅建設十箇年計画策定 30 市営住宅材木町団地建設

30.7 日本住宅公団設立 広域圏にわたる新たな住宅
供給方式

住宅融資保険法

31 市営住宅辻原・併存団地建設（現廃止）

32.4 住宅建設五箇年計画策定 32.10 住吉村合併

32 市営住宅恒久団地建設

33.10 第３回住宅統計調査

34 市営住宅立和原団地建設

35.5 住宅地区改良法 不良住宅地区改良法の廃止 35 市営住宅飛江田団地建設

第１回住宅需要実態調査

36.3 新住宅建設五箇年計画策定 36 市営住宅北原団地建設

市営住宅北ノ原団地建設

38.4 公庫法、日本住宅公団法一
部改正

住宅改修融資制度創設 38.4 生目村合併

宅地債券制度創設 38 市営住宅自由ヶ丘団地建設

38.10 第４回住宅統計調査

40.6 地方住宅供給公社法

41.6 住宅建設計画法 住宅の建設に関する総合的
な計画

41.7 住宅建設五箇年計画 昭和41年度から45年度ま
で、概ね670万戸建設

日本勤労者住宅協会法

41.9 第２回住宅需要実態調査

42 市営住宅国富が丘団地建設

43.6 住宅宅地審議会発足 住宅対策審議会の発展的解
消

43 市営住宅阿波岐団地建設（現廃止）

43.10 第５回住宅統計調査

住宅・建築関連年表
国等 宮崎市
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年・月 住宅対策 概要 年・月 関連事項

昭和 44.6 都市再開発法 44 市営住宅平和が丘団地建設

公営住宅法の一部改正 家賃収入補助制度を設けた 大塚台団地県公社事業（～S53）

公営住宅建替事業に関する規
定を設けた

44.8 第３回住宅需要実態調査

45.6 建築基準法の一部改正 容積、用途規制整備、内装制
限強化
一定人口を有する市に建築主
事を置く

45.1 都市計画区域の「線引き」

46.3 第２期住宅建設五箇年計画 昭和46年度から50年度ま
で、概ね1人1室の規模を有
する950万戸建設

（第1次オイルショック） 47 市営住宅新田原団地建設

48.10 第６回住宅統計調査 住宅数が世帯数を141万戸
上回った

48.4 特定行政庁発足

工業化住宅性能認定制度発足 プレハブ住宅の性能を認定す
る制度

建築指導課の新設

48.12 第４回住宅需要実態調査 48 市営住宅大塚台団地建設

51.3 第３期住宅建設五箇年計画 昭和51年度から55年度ま
で、適正な規模、構造、設備
を備えた860万戸建設

市営住宅栗山団地を宮崎交通から買取り（現廃止）

50 機構改革により住宅建築課設置

52 市営住宅大坪団地建設

市営住宅材木町・老松団地住戸改善

生目台団地県公社事業（～H7）

53.4 住環境整備モデル事業制度発
足

53 市営住宅池内団地建設

53.5 住宅宅地関連公共施設整備
促進事業制度発足

市営住宅小戸団地建設

53.10 第７回住宅統計調査 １世帯当り住宅数１．０８戸
となった

53.12 第５回住宅需要実態調査

54.6 エネルギーの使用の合理化に
関する法律

54 市営住宅飛江田団地建替

（第２次オイルショック）

55.7 建築基準法施行令の一部改正 耐震性向上のため、構造計画
の方法等を改める

55 市営住宅南窪・大島団地建設

56.3 第４期住宅建設五箇年計画 全ての世帯が最低居住水準、
半数の世帯が平均居住水準を
確保。
昭和56年度から60年度ま
で、770万戸建設

56 市営住宅大島西団地建設

56.5 住宅・都市整備公団法 日本住宅公団と宅地開発公団
を統合

57 市営住宅鶴島団地建替

市営住宅鳥居原団地建設

58.5 建築士法、建築基準法の一部
改正

木造建築士。確認、検査の合
理化等

58 市営住宅希望ヶ丘団地建設

58.10 第８回住宅統計調査

58.12 第６回住宅需要実態調査

58 地域住宅計画（HOPE計画）
創設

59 市営住宅一の宮団地建替

市営住宅生目台団地建設

60.8 ㈶マンション管理センター設
立

国等 宮崎市
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年・月 住宅対策 概要 年・月 関連事項

昭和 61.3 第５期住宅建設五箇年計画 早期にすべての世帯が最低居

住水準、75年までに半数の世

帯が誘導居住水準を確保。

昭和61年度から65年度ま

で、670万戸建設

62.3 公庫法の一部改正 耐久性を有する木造住宅等の

償還期間延長等

63.4 住宅金融公庫業務委託を受ける

平成 元.1 元号が「平成」に変更 元 市営住宅立和原団地建替

3.4 再生資源の利用の促進に関す

る法律

　　（バブル崩壊）

4.4 機構改革により、工務第一係、工務第二

係、工務第三係を廃し、学校建設係、住宅

建設係、設備係を設置

4 市営住宅自由ヶ丘団地建替

市営住宅自由ヶ丘団地住戸改善

5.5 特定優良賃貸住宅の供給の促

進に関する法律

5.6 高齢者住宅等建築相談所設置

6.6 高齢者、身体障害者が円滑に

利用できる特定建築物の建築

の促進に関する法律

優良建築物等整備事業創設

6.7 住宅マスタープラン策定につ

いて通達

7.1 阪神・淡路大震災

7.2 被災市街地復興特別措置法

7.3 被災区分所有建物の再建等に

関する特別措置法

7.10 建築物の耐震改修の促進に関

する法律

7 市営住宅国富が丘団地住戸改善

（以後、毎年住戸改善実施）

8.3 第７期住宅建設五箇年計画 平成12年度を目途に半数の世

帯が誘導居住水準を確保する
等

平成8年度から12年度まで、

730万戸建設

8.2 市営住宅国富が丘団地住戸改善

（以後、毎年住戸改善実施）
宮崎市住宅マスタープラン策定

8.5 公営住宅法の一部改正 「1種」「2種」などの種別区

分の廃止、買取り・借上げ方
式導入等

8 市営住宅北ノ原団地建替

8.8 公営住宅法の一部改正 家賃算定方法、近傍同種の住

宅家賃の算定方法等

9.9 宮崎市営住宅条例改正

10.4 優良田園住宅の建設の促進に

関する法律

10.4 中核市へ移行

高齢者向け優良賃貸住宅制度

要綱

10.5 建築基準法の一部改正 建築確認・検査の民間開放、
建築基準の性能規定化等

宮崎市特定優良賃貸住宅供給促進事業実施
要綱

10.10 住宅・土地統計調査 10 市営住宅老松団地建替

11.1 建築基準法の一部改正 建築基準適合判定資格者、連
担建築物設計制度等

11 シティビル生目台建設（県公社）

11.3 公庫法の一部改正 指定確認検査機関に対し、工

事検査業務委託可能等

国等 宮崎市
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年・月 住宅対策 概要 年・月 関連事項

平成 11.6 都市基盤整備公団法 住宅・都市整備公団を廃止

住宅の品質確保の促進等に関

する法律

住宅性能表示制度、瑕疵担保

責任の特例

11.7 民間資金等の活用による公共

施設等の整備等の促進に関す

る法律（PFI法）

12.1 宮崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事

業実施要綱

12.5 都市計画法・建築基準法の一

部改正

開発許可制度の見直し等 12.4 機構改革により、設備係を廃し、機械設備

係、電気設備係を設置

建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律

12.12 マンションの管理の適正化の

推進に関する法律

12 市営住宅大淀（旧材木町）団地建替

シティビルまなび野１号棟建設（県公社）

13.3 第８期住宅建設五箇年計画 平成27年度を目途に3分の2

の世帯が誘導居住水準を確保

する等

平成13年度から17年度ま

で、640万戸建設、430万件

の増改築

13.4 高齢者の居住の安定確保に関

する法律

13 市営住宅一の宮団地エレベーター設置

　　　（以後、毎年度設置）

14.4 都市再生特別措置法 14.2 宮崎市公営住宅ストック総合活用計画

14.6 マンションの建替えの円滑化

等に関する法律

14.4 機構改革により、住宅企画係を新設、住宅

係を市営住宅係に改称

14.7 建築基準法の一部改正 シックハウス対策のための規

制の導入等

14 市営住宅権現団地建替におけるPFI可能性

調査

14.12 区分所有法の一部改正 シティビルまなび野２号棟建設（県公社）

15.6 公庫法の一部改正 債券等に係る債務の保証を可

能とした

15 シティビルまなび野３号棟建設（県公社）

独立行政法人都市再生機構法 都市基盤整備公団を廃止 16.2 宮崎市優良建築物等整備事業補助金交付要

綱策定

15.10 住宅・土地統計調査

16.12 住宅政策改革要綱 平成１５年９月の社会資本整備

審議会住宅宅地分科会の「新た

な住宅政策のあり方について

（建議）」等を受けて国土交通

省がとりまとめた

17.3 建築基準法の一部を改正する

政令

17.5 景観法等の施行に伴う関係法

の整備に関する法律の施行に

関する関係政令の整備に関す

る政令

景観法の施行に伴う関係規定の

整備及び準景観地区内に存する

建築物に関し市町村が定める条

例の基準を定めた

17.6 地域における多様な需要に応

じた公的賃貸等の整備等に関

する特別措置法

地域における多様な需要に的確

に対応するため、大臣による基

本方針の策定、地域計画に基づ

く事業又は事務に充てるための

交付金制度の創設等について定

めた

17.11 建築基準法施行令の一部を改

正する政令

大学、専修学校等を除く学校で

その床面積が50㎡を超えるもの

の天井の高さを、3m以上とする

制限を廃止した

国等 宮崎市
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年・月 住宅対策 概要 年・月 関連事項

平成 18.1 建築物の耐震改修の促進に関

する法律施行令の一部を改正

する政令

多数の者が利用する特定建築物

の規模要件について幼稚園、保

育所、小学校等の規模引き下げ

などの改正をした

18.1 旧宮崎市隣接の佐土原町、田野町、高岡町と

合併

高齢者向け優良賃貸住宅、ｻｻﾞﾝﾗｲﾌﾏﾝｼｮﾝ建設

開始

18.2 石綿による健康等に係る被害
の防止のための大気汚染防止

法等の一部を改正する法律

建築物における健康被害を防止

するため、吹き付けアスベス

ト、アスベスト含有吹き付け

ロックウール等の使用を制限し

た

18.4 エネルギーの使用の合理化に

関する法律施行令の一部を改

正する政令

特定建築物に係る届出等を行う

修繕又は模様替の規模等を定め

た

18.6 住生活基本法 国民の豊かな住生活の実現を図

るため、住生活の安定の確保及

び向上の促進に関する施策の推

進に関する基本理念を定めたり

するなどの措置を講じた

18.9 住生活基本計画（全国計画）

閣議決定

住生活基本法に基づき、平成18

年度から27年度までを計画期間

として、住生活の安定の確保及

び向上の促進に関する施策につ

いての基本的な方針等を定めた

19.3 宮崎県住生活基本計画策定

19.5 特定住宅瑕疵担保責任の履行

の確保等に関する法律

瑕疵担保責任を確実に履行する

ための資力確保措置（保険加入

または供託）を事業者に義務付

け

19 市営住宅権現団地建替

市営住宅光ヶ丘団地建替

20.3 宮崎市住宅マスタープラン改訂

20.10 住宅・土地統計調査 20.4 機構改革により住宅建築課が住宅課と建築課

に分割

21.3 宮崎市公営住宅ストック総合活用計画改訂

21.5 高齢者の居住の安定確保に関
する法律の一部を改正する法

律

高齢者の居住の安定の確保を一

層推進するため、基本方針の拡

充、都道府県による計画の策

定、高齢者生活支援施設と一体

となった高優賃の供給の促進等

の措置を講ずる

22.3 清武町と合併
地域優良賃貸住宅　ふくふくマンション完成

22 市営住宅南原団地建替

（西桜団地を集約）

23.3 東日本大震災

23.4 高齢者の居住の安定確保に関

する法律の一部を改正する法

律

高齢者の居住の安定を確保する

ため、バリアフリー構造等を有

し、介護・医療と連携して、高

齢者を支援するサービスを提供

する「サービス付き高齢者向け

住宅」の登録制度等の創設等を

行う

23 市営住宅丸山北団地建替

23.8 公営住宅法の一部改正 公営住宅の整備についての変更

等

建替計画の必要記載についての

変更等

国等 宮崎市

19.7 住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する
法律

住生活基本法の基本理念にのっ

とり、住宅確保要配慮者に対す

る賃貸住宅の供給の促進に関

し、基本方針等を定めた

20.12 長期優良住宅の普及の促進に
関する法律

長期に渡り良好な状態で使用す

るための措置が講じられた優良

な住宅の普及を促進するため、

その建築及び維持保全に関する

計画を認定する制度を創設

22.5 公共建築物等における木材の

利用の促進に関する法律

木材の利用の促進に関する基本

方針を定めるとともに、公共建

築物の建築に用いる木材を円滑

に供給するための体制を整備す

る等の措置を講ずる
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年・月 住宅対策 概要 年・月 関連事項

平成 24.4 公営住宅法の一部改正 入居者資格についての変更等

整備基準についての変更等
25.3 市営住宅広瀬台団地建替

(松小路団地、西松小路団地、仲町団地を集約）

宮崎市住宅マスタープラン改訂

25.10 住宅・土地統計調査 25.4 宮崎市市営住宅条例改正

宮崎市公営住宅等整備基準条例制定

26.2 市営住宅丸山団地建替
（浜子団地、芝手団地を集約）

26 市営住宅二ツ山団地建替

26 市営住宅沓掛団地建替

27.4 宮崎市空家等対策の推進に関する条例制定

28.4 熊本地震 指定管理者制度導入

（宮崎市営住宅管理センター）

28.4 指定管理者制度導入に伴う機構改革により、収

納係、施設係を廃止

28.8 空き家バンク登録開始

29.3 宮崎県住生活基本計画策定 28.10 宮崎市公営住宅等長寿命化計画（宮崎市公営住

宅ストック総合活用計画）策定

28.10 市営住宅北原団地290棟工事完了

29.2 宮崎市公共施設等総合管理計画策定

29.3 宮崎市空き家等対策計画策定

29.3 県公社解散に伴い、シティビル生目台、シティ

ビルまなび野（1～3号棟）、グリーンヒルズ生

目台の民間売却

29.4 30.3 宮崎市営住宅条例改正

30.3 宮崎市住宅マスタープラン策定

30.4 機構改革により、旧建築課と旧住宅課を統合し

「建築住宅課」とする。また、空家対策を一元

化し、空家対策係を新設する。

30.10 住宅・土地統計調査 30.10 市営住宅北原団地291棟工事完了
（H31.2、入居開始）

令和 元.5 元号が「令和」に変更

3.3 住生活基本計画（全国計画）

改定

4.3 宮崎県住生活基本計画改定 3.6

4.3

市営住宅黒坂団地292・293棟工事完了

（Ｒ3.７、入居開始）

宮崎市公営住宅等長寿命化計画中間見直し

国等 宮崎市

26.11 空家等対策の推進に関する特

別措置法公布

適切な管理が行われていない空

家等に関する計画策定、情報収

集、適切な管理の促進、有効活

用などの措置を講じる

28.2 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律施行規則及び長期

使用構造等とするための措置

及び維持保全の方法の基準の

改正

長期優良の認定基準に、新たに

増改築に係る基準を定めた

28.3 住生活基本計画（全国計画）

閣議決定

住生活基本法に基づき、平成28

年度から37年度までを計画期間

として、住宅施策をめぐる現状

と今後の課題を示した上で、基

本的な施策・成果指標を定めた

28.4

28.8 高齢者の居住の安定確保に関

する法律の一部を改正する法

律

都道府県だけでなく、市町村も

高齢者居住安定確保計画を定

め、サービス付き高齢者向け住

宅の登録基準の強化・緩和を行

うことができるようになった

住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する

法律

民間の空き家等を住宅確保要配

慮者の入居を拒まない賃貸住宅

として、賃貸人が都道府県等に

登録等できる制度が創設された
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統計情報

（１）社会状況・住宅事情

① 人口・世帯数の推移

資料：国勢調査及び宮崎市

② 高齢化率の推移

資料：国勢調査、令和２年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計値

③ 住宅・空き家数の推移（H15 年以降は３町合併前の宮崎市、H20 年以前は清武町合併前の宮崎市）

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査
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④ 住宅の所有関係別世帯割合

資料：平成 27 年国勢調査

⑤ 所有関係別建築時期別住宅総数割合

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査

⑥ 所得階層別住宅所有関係別世帯割合

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査
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⑦ 居住面積水準の状況

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査

⑧ 利用関係別住宅着工戸数

資料：着工新設住宅統計調査

⑨ マンション建設状況（３階建て以上）

資料：宮崎市資産税課
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木造

0.8%

簡平
6.9%

低耐
0.6%

中耐

86.3%

高耐
5.4%

（２）市営住宅等の管理・入居状況（令和 5 年４月１日現在）

① 地域別の管理戸数割合 ② 構造別管理戸数割合

③ 地域別の構造別管理戸数割合

④ 家族人数別割合 ⑤ 世帯主年齢別割合
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⑥ 居住年数別割合 ⑦ 収入分位別割合

※「収入分位」・・・用語解説（P104）参照

⑧ 収入超過区分別割合

※「裁量世帯」・・・（P99）参照

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しないことがあります。
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0.10%
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市営住宅家賃の設定方法

１ 通常の家賃設定方法（収入超過者以外）

（１）入居者の収入変動等に対応した家賃決定方式

① 毎年度、入居者からの申告に基づく収入及び住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年

数等に応じて家賃を定めます。

② 収入超過者については、近傍同種の住宅の家賃を限度として、当該入居者の収入を勘案し

て適切な負担を求め、高額所得者に対しては近傍同種の住宅の家賃を徴収します。

（２）家賃の算定方法

【算式】（本来入居者の家賃）＝（家賃算定基礎額）×（市町村立地係数）×（規模係数）

×（経過年数係数）×（利便性係数）

① 家賃算定基礎額

② 市町村立地係数

市町村の立地条件の偏差を表すものとして、国土交通大臣が地価の状況を勘案して、

0.7～1.6 までの範囲で定めます。（宮崎市は 0.85）

③ 規模係数

市営住宅の住戸専用面積を 65 ㎡で除した数値です。

④ 経過年数係数

木造以外＝1－0.0039×経過年数

木造 ＝1－0.0087×経過年数

⑤ 利便性係数

市営住宅の存する区域及び周辺の地域の状況、市営住宅の設備等を勘案して、

0.5～1.3 の範囲内で事業主体が設定します。

収入分位
政令月収

家賃算定基礎額
下限値 上限値

0.0～10.0％ 0 104,000 34,400

10.0～15.0％ 104,001 123,000 39,700

15.0～20.0％ 123,001 139,000 45,400

20.0～25.0％ 139,001 158,000 51,200

25.0～32.5％ 158,001 186,000 58,500

32.5～40.0％ 186,001 214,000 67,500

40.0～50.0％ 214,001 259,000 79,000

50.0％～ 259,001 91,100
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２ 収入超過者の家賃設定方法

（１）「収入超過者」と「高額所得者」の要件

「収入超過者」・・・公営住宅に引き続き３年以上入居していて、かつ、政令で定める基準を

超える収入（政令月収 15 万 8 千円、裁量世帯※は 21 万４千円）のあ

る人

「高額所得者」・・・公営住宅に引き続き５年以上入居していて、最近２年間引き続き政令で

定める基準（31 万 3 千円）を超える高額の収入のある人

※裁量世帯とは、

① 身体障がい者１～４級の認定を受けている方がいる世帯

② 入居者が 60 歳以上で、かつ同居者が 60 歳以上又は 18 歳未満の世帯

③ 同居者に義務教育修了までの子どもがいる世帯

④ 精神障がい者保健福祉手帳１～２級、または療育手帳Ａ～Ｂ２の交付を受けて

いる方がいる世帯

⑤ 同居者に高校生以下の子どもが３人以上いる世帯

（２）収入超過者の家賃算定方法

【算定式】（本来家賃）＋ {（近傍同種の住宅の家賃）－（本来家賃）} ×（年度の区分及び入

居者の収入の区分に応じて定める率）

（３）高額所得者の家賃

近傍同種の住宅の家賃に設定します。

収入分位 初年度
初年度の

翌年度

初年度の

翌々年度

3 年度を経過

した年度

4 年度以上を

経過した年度

25.0～32.5％ 1／5 2／5 3／5 4／5 1

32.5～40.0％ 1／4 2／4 3／4 1 1

40.0～50.0％ 1／2 1 1 1 1

50.0％～ 1 1 1 1 1
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３ 近傍同種の住宅の家賃設定方法

近傍同種の住宅の家賃は、民間賃貸住宅の家賃とほぼ同程度になるよう算定されるものであり、

本来入居者及び収入超過者の家賃算定における上限として位置付けられるものである。

また、近傍同種の住宅の家賃は、収入超過者や高額所得者の家賃算出の基準となるばかりでなく、

国からの家賃低廉化事業補助金の基準にもなります。

（１）近傍同種の住宅の家賃の算定方法

【算定式】（近傍同種の住宅の家賃）＝{（基礎価格）×（利回り）＋（償却額）＋（修繕費）

＋（管理事務費）＋（損害保険料）＋（公課）

＋（空家等引当金）｝／12

① 基礎価格

建物部分及び敷地の時価のことです。建物部分は複成価格、敷地は固定資産税評価額相当額

となります。

【建物部分の基礎価格】

＝（推定再建築費）－（年平均減価額×経過年数）

＝ 建設に要した費用×規則第 23 条の率－｛建設に要した費用×規則第 23 条の率×0.8

（木造又は簡易耐火平屋建てについては 0.9）／耐用年数｝×経過年数

【土地部分の基礎価格】

＝ 固定資産税評価額相当額（円／㎡）×戸当り敷地面積

② 利回り

国土交通大臣が定める率で建物部分は３％、土地部分は 1.5％です。

③ 償却額

【償却額】＝（建設に要した費用－残存価額）／耐用年数

※耐用年数について、耐火構造は 70 年、準耐火構造・簡易耐火構造２階建ては 45 年、木

造・簡易耐火構造平屋建ては 30 年

④ 修繕費及び管理事務費

推定再建築費に公営住宅法施行令第３条第３項に規定する修繕費率及び管理事務費率を乗じた年額

です。

⑤ 火災保険料

住宅に火災等が生じた場合の損害を補填するために保険に加入している場合は、保険料に相

当する額を家賃に加算します。

※宮崎市は全国公営住宅火災共済機構の火災保険に加入しています。

⑥ 公課

当該住宅の租税（固定資産税と都市計画税の推定）の合計額を公課として家賃に加算します。

⑦ 空家等引当金

空家等による損失を補填するための引当金として、上記①に②を乗じた額と③～⑥の合計額

に 100 分の 2 を乗じた額です。

構造 修繕費率 管理事務費率

耐火構造 0.012 0.0015

準耐火構造・簡易耐火２階建て 0.015 0.0020

木造・簡易耐火平屋建て 0.022 0.0031
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用 語 解 説

はじめに ほか

ストック

形成・蓄積されている既存住宅のことで、反意語のフローは新たに建設される住宅のことを

指します。

２ページ

空家等

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態で

あるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着するものを含む。）をいいます。ただし、国又

は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除きます。

特定空家等

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害

となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている

状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいいます。

４ページ

空き家バンク

空き家の売却・賃貸を希望する所有者の物件情報を収集し、インターネット等を通じて利用

を希望する人に情報提供する仕組みをいいます。

１１～１３ページ

公営住宅

地方公共団体が建設、買い取り又は借上げを行い、住宅に困窮する低額所得者に賃貸し、又

は転貸するための住宅及びその附帯施設で公営住宅法の規定による国の補助に係る住宅をいい

ます。

特定目的

特定目的公営住宅の略で、特定の入居者を入居させる目的で整備された住宅です。

（参考）申し込みできる世帯

・高齢者向け住宅‥‥‥‥満 60 歳以上の方及びその配偶者又は満 18 歳未満の児童等の

みで構成する世帯

・高齢者同居世帯向け住宅‥‥満 60 歳以上の方が同居する三世代の家族構成で、５人以

上の世帯

・障がい者世帯向け住宅‥‥１～４級の身体障がい者手帳、Ａ～Ｂ２の療育手帳又は精神

障がい者保健福祉手帳等を所持している方がいる世帯

・障がい者世帯向け住宅（聴覚障がい者世帯向け）

‥‥聴覚障がいによる１～４級の身体障がい者手帳を所持している

方がいる世帯

・車いす世帯向け住宅‥‥１～４級の身体障がい者手帳、Ａ～Ｂ２の療育手帳又は精神障

がい者保健福祉手帳等を所持し、日常的に車いすを常用してい

る方がいる世帯

・母子世帯向け住宅‥‥‥配偶者のない女子であって、現に扶養している児童（満 20 歳

未満）のみを同居親族とする世帯

- 101 -



定期入居住戸

H20 から子育て支援策の一環として、以下の条件で定期入居住戸を確保しています。

入居条件 ・公営住宅の入居要件を満足すること

・両親が 40 歳未満で小学校６年生以下の子供が２人以上いる世帯

入居期間 ・10 年後の年度末、または契約時に生まれている末っ子が義務教育を終了する年

度末の、いずれか長い期間

特定公共賃貸住宅

「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づき、地方公共団体が国の補助を受け

て建設・供給する住宅で、収入要件を公営住宅の場合より高く設定した中堅所得者を対象とし

ています。

山村定住住宅

山村地域における定住を促進し、もって当該地域の保全及び地域の活性化に資するため、市

が県の補助を受けて建設し、市民に賃貸するための住宅をいいます。

特定優良賃貸住宅

「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づき、都道府県知事等の認定を受けた

民間事業者が建設し、管理する中堅所得者を対象とした優良な賃貸住宅の供給を促進するため

に建設された住宅をいいます。

高齢者向け優良賃貸住宅

60 歳以上の単身・夫婦世帯の方等を入居対象に、高齢者が安全に安心して居住できるように

バリアフリー化され、緊急時対応サービスの利用が可能な賃貸住宅を、民間活力を活用して供

給促進するために建設された住宅をいいます。

地域優良賃貸住宅制度

平成 19 年度に特定優良賃貸住宅制度と高齢者向け優良賃貸住宅制度を再編して創設された

公的賃貸住宅制度で、高齢者世帯、障がい者世帯、子育て世帯等向けの一般型と、高齢者向け

世帯の高齢者型からなり、住宅整備や入居者の負担軽減のための助成を行う制度です。

サービス付き高齢者向け住宅

一定の居室の広さや設備、バリアフリーなどのハード面だけではなく、安否確認や生活相談

サービスなどを提供し、良好な環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅又は有料老人ホームで、都

道府県・政令市・中核市により登録された住宅をいいます。

１６ページ

セーフティネット

安全網の意味で、最低限の生活を保障するための安全策をいいます。

１９ページ

調定額

納付すべき金額をいいます。

不納欠損額

回収不能で債権を放棄した金額をいいます。

滞納繰越分

前年までの未徴収分をいいます。
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２０ページ

支払督促

民事司法制度の一つであり、債権者申立てに基づき、債務者に金銭の支払等をするよう督促

する旨の裁判所書記官の処分をいいます。

仮執行宣言

財産権上の請求権に関する判決において、判決確定前であってもその判決に基づいて仮に強

制執行ができる旨の宣言（裁判）であり、支払督促手続きにおいては、債務者が支払督促の送

達を受けた日から２週間以内に督促異議の申立てをしないときは、債権者の申立てに基づき仮

執行宣言が付されます。

明渡訴訟

通常の民事訴訟を提起して裁判所の判決を得て、明渡しの強制執行を行う手続きです。

強制執行

勝訴判決を得たり、相手方との間で裁判上の和解が成立したにもかかわらず、相手方が支払

を拒んだり、明け渡しをしない場合に、裁判所が強制的に履行させる制度です。

２８～３０、３２～４１ページ

構造

木平＝主要構造部が木造である平屋建て住宅

簡平＝簡易耐火構造平屋建ての略称。主要構造部が簡易耐火構造である平屋建て住宅

簡２＝簡易耐火構造２階建ての略称。主要構造部が簡易耐火構造である２階建て住宅

準耐＝準耐火構造の略称。主要構造部が準耐火構造等の住宅

低耐＝低層耐火構造の略称。主要構造物が耐火構造である２階以下の住宅

中耐＝中層耐火構造の略称。主要構造物が耐火構造である３階～５階の住宅

高耐＝高層耐火構造の略称。主要構造部が耐火構造である６階以上の住宅

３０ページ

法定・任意

公営住宅の建替えを行う時の手続きの違いによる区分であり、既存団地が存する区域要件等

を満たす場合に公営住宅法に基づく公営住宅建替事業により実施される建替えを法定建替（法

定）、それ以外は公営住宅の用途廃止の承認を受け、その跡地等に新規建設等を行うもので任意

建替（任意）といいます。

種別（１種、２種）

平成８年度の公営住宅法改正（新法）により廃止された公営住宅の区分（第１種・第２種公

営住宅の２区分）です。

第１種公営住宅：11 万 5 千円～19 万 8 千円の収入のある者に対して賃貸するために、19

～80 ㎡の床面積で整備された住宅

第２種公営住宅：11 万 5 千円以下の収入のある者に対して賃貸するために、19～75 ㎡の

床面積で整備された住宅

３２ページ

住戸改善

居住性向上、高齢者対応、安全性確保を目的として、住戸内のみを改善する工事です。これ

に加えて共用部分や屋外・外構部分を全て改善する場合は、全面的改善（トータルリモデル）

といいます。
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９５ページ

最低居住面積水準

世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関す

る水準であり、H18 住生活基本計画で定められました。

誘導居住面積水準

世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するため

に必要と考えられる住宅の面積に関する水準であり、H18 住生活基本計画で定められました。

（都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面

積水準と、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積

水準の２区分）

居住面積水準：住戸専用面積（壁芯）㎡

９７ページ

収入分位

総務省による家計調査の結果に基づいて、全世帯を収入順位に並べ、各世帯が下から何％の

範囲に位置しているかを示した数値です。

世帯人員 最低居住面積水準

誘導居住面積水準

都市居住型

（共同住宅を想定）

一般型

（戸建住宅を想定）

１人 25 ㎡ 40 55

２人 30 ㎡ 55 75

３人 40 ㎡【35】 75【65】 100【87.5】

４人 50 ㎡【45】 95【85】 125【112.5】

【 】内は、３～５歳児が１名いる場合

■最低居住面積水準

① 単身者 25 ㎡

② ２人以上の世帯 10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡

■誘導居住面積水準

(1) 都市居住型誘導居住面積水準

① 単身者 40 ㎡

② ２人以上の世帯 20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡

(2) 一般型誘導居住面積水準

① 単身者 55 ㎡

② ２人以上の世帯 25 ㎡×世帯人数＋25 ㎡

【共通】

１ 上記の式における世帯人数は、３歳未満の者は 0.25 人、３歳以上６歳未満の者は

0.5 人、６歳以上 10 歳未満の者は 0.75 人として算定します。ただし、これらに

より算定された世帯人数が２人に満たない場合は２人とします。

2 世帯人数（上記１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は、

上記の面積から５％を控除します。

3 次の場合には、上記の面積によらないことができます。

① 単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保

されている場合

② 適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便

所及び洗面所が確保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を

減じた面積が個室部分で確保されている場合

下限値 上限値

1分位 0.0～10.0％ 0 104,000

2分位 10.0～15.0％ 104,001 123,000

3分位 15.0～20.0％ 123,001 139,000

4分位 20.0～25.0％ 139,001 158,000

5分位 25.0～32.5％ 158,001 186,000

6分位 32.5～40.0％ 186,001 214,000

7分位 40.0～50.0％ 214,001 259,000

8分位 50.0％～ 259,001

収入分位
政令月収
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